
１．はじめに

小稿の目的は，所得格差解消要因としての教育効果を，インドネシアの１９９８

年，２０００年，２００２年および２００４年の家計調査個別結果表を用いて，数量的に明

らかにすることである。なお，教育効果を数量的に明らかにするために，ミン

サー型賃金関数の変形モデルを計測し，各教育レベルにおける教育投資の収益

率を推定する(1)。

小稿は，２００２年の家計調査個別結果表を用いた分析結果，すなわち，新谷

（２００５）を改稿したものである。前稿において，１９９９年の州コード表を用いた

ため，２０００年１０月に，西ジャワ州から独立したバンテン州が漏れていた。小稿

において，バンテン州のサンプルが加えられた。前稿の回帰式において，同時

方程式バイアスが考慮されていなかったが，小稿において，それを考慮したモ

デルを計測した。加えて，２００２年のみの結果が他の年によって異なる可能性が

あるため，分析対象に，１９９８年，２０００年，および２００４年が加えられた。これら

の点を考慮した分析結果は，前稿の結論を変更するものでなかった。以下，そ

れを明らかにする。

なお，インドネシアの家計調査は，インドネシア語で，Survei Sosial Economi

Nasional（英語では，National Socio-economic Surveyと表記されている。）と呼
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ばれ，略して，スサナス SUSENASと呼ばれている。以下，小稿において，イ

ンドネシアの家計調査をスサナスで表す。

以下，２において，分析に利用するデータであるスサナスについて説明し，

３において，インドネシアの人口の３／５が居住するジャワ島内におけるスサナ

ス個別結果表を用いて，記述統計から，所得格差の存在を明らかにする。４に

おいて，同一データを用い，所得格差要因としての教育水準について，記述統

計から明らかにする。５において，サンプルセレクションモデルによる賃金所

得関数の定式化と，その計測をおこなう。６において，賃金所得関数の計測結

果を用いて，教育投資の収益率を推定し，７はむすびにあてられる。

２．データ

スサナスは，１９６３年に最初の調査がおこなわれたが，１９９３年以降，コア

（Kor）部分とモジュール（Modul）部分とに分けて，毎年実施されている。

コア部分は共通部分で，毎年の調査部分に含まれるが，モジュール部分は，（１）

消費と所得，（２）健康，教育と住居環境，および，（３）社会文化，犯罪と国内旅

行との３部分に分かれ，各部分は３年毎に調査される。

近年のスサナスは，人口センサスをベースとしたマスター・サンプリング・

フレームを用いて，都市部分と農村部分との調査地域が決定されてきた。そし

て，都市部分では，２段階の抽出基準で，また，農村部分では，３段階の抽出

基準で，１調査地域より１６戸の家計がサンプルとして抽出され，調査が実施さ

れてきた(2)。なお，都市部分と農村部分との判別は，調査地域の人口密度，農

家家計の割合および公共施設へのアクセスとについてのスコアを作成して，判

別をおこなっている。

分析に用いられたデータは，インドネシア人口の３／５が居住するジャワ島部

分の１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年に実施されたインドネシア家計費調

査の個別結果表のコア部分である。コア部分には，調査家計の家族の個人情報

が含まれている(3)。小稿においては，調査家計の構成員中から賃金所得の記載

ある個人を分析サンプルとして抜き出し，以下の分析に用いた(4)。なお，１９９８
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年は，個人の賃金所得が初めてコア部分で調査された年である。

表１は，スサナスのジャワ島内における賃金所得のあった個人サンプルにつ

いて，１９９８年：５９，１４９個，２０００年：５７，２１１個，２００２年：５３，１１１個および２００４年：

５１，３３８個の地域別，都市農村別，男女別分布状況を示したものである。ジャワ

表１ ジャワ島におけるサンプルの分布状況（１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）

ジャカルタ
特別州
（１）

西ジャワ州

（２）

中部ジャワ州

（３）

ジョクジャカルタ
特別州
（４）

東ジャワ州

（５）

バンテン州

（６）

合 計

（７）

１９９８年

都市 男子 ４，２９９ ５，８４０ ５，０７４ １，０２４ ５，６２０ ０ ２１，８５７
女子 ２，０３８ ２，５１９ ３，００６ ６３３ ３，１１２ ０ １１，３０８

小計 ６，３３７ ８，３５９ ８，０８０ １，６５７ ８，７３２ ０ ３３，１６５

農村 男子 ０ ３，８５７ ６，３８０ ４０４ ６，７８７ ０ １７，４２８
女子 ０ １，５６７ ３，１９９ １７４ ３，６１６ ０ ８，５５６

小計 ０ ５，４２４ ９，５７９ ５７８ １０，４０３ ０ ２５，９８４

男子計 ４，２９９ ９，６９７ １１，４５４ １，４２８ １２，４０７ ０ ３９，２８５
女子計 ２，０３８ ４，０８６ ６，２０５ ８０７ ６，７２８ ０ １９，８６４

合計 ６，３３７ １３，７８３ １７，６５９ ２，２３５ １９，１３５ ０ ５９，１４９

２０００年

都市 男子 ３，９０７ ５，４０２ ５，７２１ １，１０９ ６，２０７ ０ ２２，３４６
女子 ２，２８１ ２，４５７ ３，３６９ ６３８ ３，２２６ ０ １１，９７１

小計 ６，１８８ ７，８５９ ９，０９０ １，７４７ ９，４３３ ０ ３４，３１７

農村 男子 ０ ３，６９８ ５，３６４ ４０１ ５，９１１ ０ １５，３７４
女子 ０ １，５４７ ２，８８６ １７９ ２，９０８ ０ ７，５２０

小計 ０ ５，２４５ ８，２５０ ５８０ ８，８１９ ０ ２２，８９４

男子計 ３，９０７ ９，１００ １１，０８５ １，５１０ １２，１１８ ０ ３７，７２０
女子計 ２，２８１ ４，００４ ６，２５５ ８１７ ６，１３４ ０ １９，４９１

合計 ６，１８８ １３，１０４ １７，３４０ ２，３２７ １８，２５２ ０ ５７，２１１

２００２年

都市 男子 ４，５４７ ４，９９１ ５，９９９ ９６５ ６，７４３ １，７２５ ２４，９７０
女子 ２，７６２ ２，２４４ ３，６９８ ５９３ ３，６７２ ６５３ １３，６２２

小計 ７，３０９ ７，２３５ ９，６９７ １，５５８ １０，４１５ ２，３７８ ３８，５９２

農村 男子 ０ ２，１２９ ３，３０６ ４６２ ３，５０３ ５１５ ９，９１５
女子 ０ ７５０ １，７３６ １７１ １，８１１ １３６ ４，６０４

小計 ０ ２，８７９ ５，０４２ ６３３ ５，３１４ ６５１ １４，５１９

男子計 ４，５４７ ７，１２０ ９，３０５ １，４２７ １０，２４６ ２，２４０ ３４，８８５
女子計 ２，７６２ ２，９９４ ５，４３４ ７６４ ５，４８３ ７８９ １８，２２６

合計 ７，３０９ １０，１１４ １４，７３９ ２，１９１ １５，７２９ ３，０２９ ５３，１１１

２００４年

都市 男子 ４，６０４ ５，５００ ５，６４７ ８３１ ６，７０６ １，７８６ ２５，０７４
女子 ２，４３７ ２，３７５ ３，４２５ ５２２ ３，６６５ ６５５ １３，０７９

小計 ７，０４１ ７，８７５ ９，０７２ １，３５３ １０，３７１ ２，４４１ ３８，１５３

農村 男子 ０ ２，２４２ ２，９５８ ３６５ ３，０５７ ５４８ ９，１７０
女子 ０ ７７６ １，４９０ １７６ １，４１６ １５７ ４，０１５

小計 ０ ３，０１８ ４，４４８ ５４１ ４，４７３ ７０５ １３，１８５

男子計 ４，６０４ ７，７４２ ８，６０５ １，１９６ ９，７６３ ２，３３４ ３４，２４４
女子計 ２，４３７ ３，１５１ ４，９１５ ６９８ ５，０８１ ８１２ １７，０９４

合計 ７，０４１ １０，８９３ １３，５２０ １，８９４ １４，８４４ ３，１４６ ５１，３３８

（資料）１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年 SUSENAS個別結果表。
（注） バンテン州は２０００年１０月に西ジャワ州より独立した。
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島全体でみれば，都市部のサンプル数は，１９９８年：５６．１％，２０００年：６０．０％，

２００２年：７２．７％，および２００４年：７４．３％と，増加傾向を示し，反対に，農村部

のサンプル数は減少傾向を示した。男子サンプル数は，１９９８年：６６．４％，２０００

年：６５．９％，２００２年：６５．７％，および２００４年：６６．７％で，約２/３が男子サンプ

ルとなり，経年変化がみられなかった。都市部および農村部においても，男女

比率は，ほぼこの割合で推移した。

地域別サンプル割合は，１９９８年の場合，ジャカルタ特別州：１０．７％，西ジャ

ワ州（バンテン州を含む）：２３．３％，中部ジャワ州：２９．９％，ジョクジャカル

タ特別州：３．８％，および東ジャワ州：３２．４％，であり，東ジャワ州のサンプ

ル割合が最大で，ジョクジャカルタ特別州のサンプル割合が最小となっていた。

また，それらは，２００２年の場合，ジャカルタ特別州：１３．８％，西ジャワ州：１９．０

％，中部ジャワ州：２７．８％，ジョクジャカルタ特別州：４．１％，東ジャワ州：

２９．６％，およびバンテン州：５．７％であった。そして，２００４年に，それらは，

ジャカルタ特別州：１３．７％，西ジャワ州：２１．２％，中部ジャワ州：２６．３％，ジョ

クジャカルタ特別州：１３．７％，東ジャワ州：２８．９％，およびバンテン州：６．１

％となり，各サンプル年とも，東ジャワ州のサンプル割合が最大で，ジョクジャ

カルタ特別州のサンプル割合が最小となった。調査対象のサンプリングの枠組

みが，人口センサスをベースにしているために，１９９８年より２００４年までに地域

間の人口移動が存在するが，全体としてサンプルは，ジャワ島における人口分

布に十分対応しているといえる。したがって，これらサンプルを用いて，以下

分析を進めることは，妥当であるといえる。

３．所得格差

図１と図２とは，所得格差の存在を視覚に訴えるために，ジャワ島全体で観

察した都市部男女別および農村部男女別に，一人当たり１ヶ月の賃金所得の相

対度数を，１９９８年の場合についてヒストグラムで示したものである(5)。なお，

これらの図の基となった度数分布表は表１のサンプルを用いて作成された。ま

た，以下，一人当たり１ヶ月賃金を，一人当たり稼得所得の近似値と見なし，
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略して，賃金所得と呼ぶことにする。

１９９８年の都市部男女別賃金所得分布を示した図１によれば，男子平均賃金所

得は女子のそれより高く，同じく農村部男女別賃金所得分布を示した図２によ

れば，男子平均賃金所得は女子のそれより高くなっている点が観察される。図

１と図２とを比較すれば，都市部平均賃金所得は農村部のそれより高い点，都

市部男子平均賃金所得が農村部男子平均賃金所得より高い点，および，都市部

女子平均賃金所得が農村部女子平均賃金所得より高い点が観察され，かつ，各

グループ内に所得格差が広く存在していることを知ることができる。また，こ

れらの図によれば，サンプルは，所得の低い方に偏って分布していることがわ

かり，世界各国で観察されてきた分布と同一の分布をしているといえ，対数を

とれば，正規分布に近い分布をするといえよう。

図１と図２と同様のヒストグラムが，２０００年，２００２年，および２００４年につい

て描くことができ，同様の観察結果を得ることができたが，これらの図は，紙

幅の関係で，省略された。

表２は，男女間，都市農村間，およびそれぞれの組み合わせ間における平均

賃金所得に明確な差が存在する点を，平均値の差の検定をおこなうことによっ

て示したものである。なお，平均値の差の検定において２つのグループの分散

が等しいと仮定した場合と，それらが異なると仮定した場合との検定がおこな

われた。表２よれば，１９９８年，２０００年，２００２年，および２００４年の全ての組み合

わせにおいて，統計的に非常に高い確率で，分割した２グループ間の平均賃金

所得間に差が存在する点が明らかである。

４．所得格差要因としての教育水準

表３は，スサナスのジャワ島内における賃金所得のあった個人サンプルにつ

いて，最終学歴としての教育水準別，地域別，都市農村別，男女別分布状況を

示したものである。なお，無教育は，教育水準についての質問において無回答

であったサンプルである。表３によれば，ジャワ島全体で，小学校卒業が，

１９９８年：２９．１％，２０００年：２８．４％，２００２年：２５．４％，および２００４年：２３．１％と
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最も多く，次いで高等学校卒業が１９９８年：１７．２％，２０００年：１７．２％，２００２年：

２０．３％，および２００４年：２３．６％と多く，中学校卒業１９９８年：１３．３％，２０００年：

１４．４％，２００２年：１６．６％，および２００４年：１７．８％，職業高等学校卒業１９９８年：

９．９％，２０００年：１０．２％，２００２年：１０．９％，および２００４年：１２．０％，小学校中

表２ 男女間および都市農村間における賃金所得平均値格差の検定（ジャワ島，１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）
（単位：１万ルピア／人／月）

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

１９９８年

都市
男子 ３５．９６ ２１，８５７ ９．８９ ０．０００１
女子 ２３．３２ １１，３０８ （１０．３２） ０．０００１
合計 ３１．６５ ３３，１６５

農村
男子 ２２．２２ １７，４２８ ６．５３ ０．０００１
女子 １２．１１ ８，５５６ （６．７４） ０．０００１
合計 １８．８９ ２５，９８４

合計
男子 ２９．８６ ３９，２８５ １１．５０ ０．０００１
女子 １８．４９ １９，８６４ （１１．９４） ０．０００１
合計 ２６．０４ ５９，１４９

男子
都市 ３５．９６ ２１，８５７ １１．５１ ０．０００１
農村 ２２．２２ １７，４２８ （１１．４５） ０．０００１
合計 ３１．６５ ３３，１６５

女子
都市 ２３．３２ １１，３０６ ７．４６ ０．０００１
農村 １２．１０ ８，５５６ （７．３７） ０．０００１
合計 １８．８９ ２５，９８４

合計
都市 ３１．６５ ３３，１６５ １３．５６ ０．０００１
農村 １８．８９ ２５，９８４ （１３．４６） ０．０００１
合計 ２６．０４ ５９，１４９

２０００年

都市
男子 ４７．０３ ２２，３４６ ９．６８ ０．０００１
女子 ３５．９７ １１，９７１ （８．７４） ０．０００１
合計 ４３．１７ ３４，３１７

農村
男子 ３１．１３ １５，３７４ ７．８６ ０．０００１
女子 ２０．０９ ７，５２０ （８．１３） ０．０００１
合計 ２７．５０ ２２，８９４

合計
男子 ４０．５５ ３７，７２０ １２．０４ ０．０００１
女子 ２９．８４ １９，４９１ （１１．３７） ０．０００１
合計 ３６．９０ ５７，２１１

男子
都市 ４７．０３ ２２，３４６ １６．２０ ０．０００１
農村 ３１．１３ １５，３７４ （１５．７０） ０．０００１
合計 ４０．５５ ３７，７２０

女子
都市 ３５．９７ １１，９７１ ９．６０ ０．０００１
農村 ２０．０９ ７，５２０ （１０．２１） ０．０００１
合計 ２９．８４ １９，４９１

合計
都市 ４３．１７ ３４，３１７ １８．２５ ０．０００１
農村 ２７．５０ ２２，８９４ （１８．２９） ０．０００１
合計 ３６．９０ ５７，２１１

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

２００２年

都市
男子 ８２．１０ ２４，９７０ １９．７９ ０．０００１
女子 ５４．９４ １３，６２２ （２０．０８） ０．０００１
合計 ７２．５１ ３８，５９２

農村
男子 ４８．５２ ９，９１５ １５．６２ ０．０００１
女子 ２９．７２ ４，６０４ （１７．６６） ０．０００１
合計 ４２．５６ １４，５１９

合計
男子 ７２．５６ ３４，８８５ ２２．５９ ０．０００１
女子 ４８．５７ １８，２２６ （２３．０３） ０．０００１
合計 ６４．３３ ５３，１１１

男子
都市 ８２．１０ ２４，９７０ ２４．０６ ０．０００１
農村 ４８．５２ ９，９１５ （３０．２４） ０．０００１
合計 ７２．５６ ３４，８８５

女子
都市 ５４．９４ １３，６２２ １３．３３ ０．０００１
農村 ２９．７２ ４，６０４ （１９．１８） ０．０００１
合計 ４８．５７ １８，２２６

合計
都市 ７２．５１ ３８，５９２ ２６．５３ ０．０００１
農村 ４２．５６ １４，５１９ （３４．５１） ０．０００１
合計 ６４．３３ ５３，１１１

２００４年

都市
男子 ９４．６８ ２５，０７４ ２４．０７ ０．０００１
女子 ６６．９８ １３，０７９ （２７．１６） ０．０００１
合計 ８５．１９ ３８，１５３

農村
男子 ６２．２５ ９，１７０ １８．０８ ０．０００１
女子 ３９．４５ ４，０１５ （２１．１６） ０．０００１
合計 ５５．３０ １３，１８５

合計
男子 ８６．００ ３４，２４４ ２７．５１ ０．０００１
女子 ６０．５１ １７，０９４ （３１．１５） ０．０００１
合計 ７７．５１ ５１，３３８

男子
都市 ９４．６８ ２５，０７４ ２４．５４ ０．０００１
農村 ６２．２５ ９，１７０ （３０．２９） ０．０００１
合計 ８６．００ ３４，２４４

女子
都市 ６６．９８ １３，０７９ ２０．８７ ０．０００１
農村 ３０．４５ ４，０１５ （２６．８１） ０．０００１
合計 ６０．５１ １７，０９４

合計
都市 ８５．１９ ３８，１５３ ２９．９４ ０．０００１
農村 ５５．３０ １３，１８５ （３７．１２） ０．０００１
合計 ７７．５１ ５１，３３８

（資料）１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年 SUSENAS個別結果表。
（注） 平均値の差の検定は男女間および都市農村間についておこなった。なお，t－値は，分散が

等しいと仮定した場合はそのまま表示し，分散が異なると仮定した場合については，カッコ
内に表示した。
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退１９９８年：１３．９％，２０００年：１３．１％，２００２年：８．７％，および２００４年：６．９％，

ディプロマⅣ修了（＝大学卒業）１９９８年：４．９％，２０００年：５．２％，２００２年：

７．６％，および２００４年：７．９％と続き，無教育者が１９９８年：６．８％，２０００年：６．８

表３ 都市農村別男女別教育水準別サンプルの分布（ジャワ島，１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）

都 市 農 村 男子計

（７）

女子計

（８）

合 計

（９）
男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

１９９８年

無教育 ３７３ ６２７ １，０００ １，１３９ １，８８９ ３，０２８ １，５１２ ２，５１６ ４，０２８
小学校中退 １，４９１ １，０９４ ２，５８５ ３，５３５ ２，１２５ ５，６６０ ５，０２６ ３，２１９ ８，２４５
小学校卒業 ４，６５５ ２，７１２ ７，３６７ ７，１６８ ２，６７４ ９，８４２ １１，８２３ ５，３８６ １７，２０９
中学校卒業 ３，６０９ １，４３０ ５，０３９ ２，２１７ ６００ ２，８１７ ５，８２６ ２，０３０ ７，８５６
高等学校卒業 ５，８９２ ２，３５７ ８，２４９ １，４５０ ４７０ １，９２０ ７，３４２ ２，８２７ １０，１６９
職業高等学校卒業 ２，８３５ １，３６９ ４，２０４ １，１９５ ４５３ １，６４８ ４，０３０ １，８２２ ５，８５２
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ３６８ ３３１ ６９９ ２２９ １４５ ３７４ ５９７ ４７６ １，０７３
ディプロマⅢ修了 ８９６ ５６５ １，４６１ １７２ ７１ ２４３ １，０６８ ６３６ １，７０４
ディプロマⅣ修了 １，６３３ ７９９ ２，４３２ ３１７ １２８ ４４５ １，９５０ ９２７ ２，８７７
修士又は博士課程修了 １０５ ２４ １２９ ６ １ ７ １１１ ２５ １３６

合 計 ２１，８５７ １１，３０８ ３３，１６５ １７，４２８ ８，５５６ ２５，９８４ ３９，２８５ １９，８６４ ５９，１４９

２０００年

無教育 ３９０ ７１４ １，１０４ １，０９９ １，６７３ ２，７７２ １，４８９ ２，３８７ ３，８７６
小学校中退 １，５８７ １，１１１ ２，６９８ ２，９９９ １，７７６ ４，７７５ ４，５８６ ２，８８７ ７，４７３
小学校卒業 ４，９６２ ２，７４３ ７，７０５ ６，２４３ ２，２７８ ８，５２１ １１，２０５ ５，０２１ １６，２２６
中学校卒業 ３，８９６ １，５８４ ５，４８０ ２，１１２ ６６０ ２，７７２ ６，００８ ２，２４４ ８，２５２
高等学校卒業 ５，６８９ ２，４７８ ８，１６７ １，２９９ ３７５ １，６７４ ６，９８８ ２，８５３ ９，８４１
職業高等学校卒業 ２，９３６ １，４９７ ４，４３３ １，０１０ ４０１ １，４１１ ３，９４６ １，８９８ ５，８４４
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ３９１ ４３２ ８２３ １８６ １６６ ３５２ ５７７ ５９８ １，１７５
ディプロマⅢ修了 ７４２ ５０６ １，２４８ １５１ ７２ ２２３ ８９３ ５７８ １，４７１
ディプロマⅣ修了 １，６８０ ８８１ ２，５６１ ２７０ １１８ ３８８ １，９５０ ９９９ ２，９４９
修士又は博士課程修了 ７３ ２５ ９８ ５ １ ６ ７８ ２６ １０４

合 計 ２２，３４６ １１，９７１ ３４，３１７ １５，３７４ ７，５２０ ２２，８９４ ３７，７２０ １９，４９１ ５７，２１１

２００２年

無教育 ２４３ ５３６ ７７９ ３４８ ５９７ ９４５ ５９１ １，１３３ １，７２４
小学校中退 １，３７６ １，００８ ２，３８４ １，３９６ ８３２ ２，２２８ ２，７７２ １，８４０ ４，６１２
小学校卒業 ４，８２７ ３，０４７ ７，８７４ ３，９９６ １，６４０ ５，６３６ ８，８２３ ４，６８７ １３，５１０
中学校卒業 ４，２６６ ２，１３７ ６，４０３ １，７７３ ６３３ ２，４０６ ６，０３９ ２，７７０ ８，８０９
高等学校卒業 ６，６３２ ２，７９０ ９，４２２ １，０５６ ２８９ １，３４５ ７，６８８ ３，０７９ １０，７６７
職業高等学校卒業 ３，５１２ １，３８２ ４，８９４ ６８０ ２３３ ９１３ ４，１９２ １，６１５ ５，８０７
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ４６７ ６２４ １，０９１ ２４６ ２０８ ４５４ ７１３ ８３２ １，５４５
ディプロマⅢ修了 １，０７７ ７５８ １，８３５ １３０ ５６ １８６ １，２０７ ８１４ ２，０２１
ディプロマⅣ修了 ２，３６５ １，２９０ ３，６５５ ２８５ １１５ ４００ ２，６５０ １，４０５ ４，０５５
修士又は博士課程修了 ２０５ ５０ ２５５ ５ １ ６ ２１０ ５１ ２６１

合 計 ２４，９７０ １３，６２２ ３８，５９２ ９，９１５ ４，６０４ １４，５１９ ３４，８８５ １８，２２６ ５３，１１１

２００４年

無教育 １７８ ３１３ ４９１ ２７３ ３４０ ６１３ ４５１ ６５３ １，１０４
小学校中退 １，０９９ ９１５ ２，０１４ ９６１ ５８７ １，５４８ ２，０６０ １，５０２ ３，５６２
小学校卒業 ４，３９３ ２，５８１ ６，９７４ ３，４７３ １，４０７ ４，８８０ ７，８６６ ３，９８８ １１，８５４
中学校卒業 ４，４６０ ２，１５８ ６，６１８ １，８４２ ６６８ ２，５１０ ６，３０２ ２，８２６ ９，１２８
高等学校卒業 ７，３１５ ３，１７２ １０，４８７ １，２２８ ３８２ １，６１０ ８，５４３ ３，５５４ １２，０９７
職業高等学校卒業 ３，７８５ １，４４５ ５，２３０ ７０５ ２３０ ９３５ ４，４９０ １，６７５ ６，１６５
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ４０３ ４９０ ８９３ ２１２ １７９ ３９１ ６１５ ６６９ １，２８４
ディプロマⅢ修了 ９６１ ６７３ １，６３４ １２８ ６７ １９５ １，０８９ ７４０ １，８２９
ディプロマⅣ修了 ２，２９２ １，２８０ ３，５７２ ３３６ １５４ ４９０ ２，６２８ １，４３４ ４，０６２
修士又は博士課程修了 １８８ ５２ ２４０ １２ １ １３ ２００ ５３ ２５３

合 計 ２５，０７４ １３，０７９ ３８，１５３ ９，１７０ ４，０１５ １３，１８５ ３４，２４４ １７，０９４ ５１，３３８

（資料）１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年 SUSENAS個別結果表。
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％，２００２年：３．２％，および２００４年：２．２％存在していることがわかる。

男女別に，教育水準別サンプル数を比較した場合（表３の（７）列と（８）列との

比較），構成比率は異なり，男子の高学歴比率が観察されるが，大小の順序に

大きな変化が観察されず，差異として，女子無教育者の比率の上昇が観察され

るのみである。

都市農村間における教育水準別サンプル数を比較した場合（表３の（３）列と

（６）列との比較），教育水準別サンプルの構成比は大きく異なる点が観察される。

すなわち，都市部の場合，高等学校卒業が最も多く，小学校卒業，中学校卒業，

職業高等学校卒業，ディプロマⅣ（＝大学卒業），小学校中退と続き，ジャワ

島全体の平均と異なる点が観察される。また，農村部の場合，小学校卒業が最

も多く，中学校卒業，小学校中退，高等学校卒業，無教育，職業高等学校卒業

と続く点が観察される。したがって，サンプルサイズは，農村部に較べ，都市

部の高学歴の比率が高いといえる。また，都市内部および農村内部における男

女間の比較において，女子に較べて男子の高学歴の比率の高い点が観察される。

表４は，１９９８年におけるジャワ島全体のサンプルを用いた最終学歴としての

教育水準別賃金所得の度数分布表である。表４によれば，教育水準の高まりと

ともに，賃金所得分布の高所得方向へのシフトが観察され，賃金所得と教育水

準との間に正の相関関係が存在しているといえる。同一の相関関係は，付表１

から付表３に示されるように，２０００年，２００２年および２００４年の場合にも観察さ

れる。

表５は，各教育水準別に，男女間，および都市農村間に平均賃金所得の差の

検定を，１９９８年の場合についておこなったものである。表５によれば，無教育

の男女間，無教育の都市農村間，小学校中退の都市農村間，および小学校卒業

の都市農村間において平均賃金所得の差が統計的に認められなかった。しかし，

グループ間の分散を同一と仮定した場合と異なると仮定した場合とのどちらか

で差が認められた場合を含め，他の教育水準において，男女間および都市農村

間に明白な平均賃金所得差が，有意水準５％以下で統計的に認められ，各教育

水準においても所得格差が存在しているといえる。２０００年，２００２年，および２０

０４年における平均賃金所得の差の検定結果は，付表４から付表６に示される。
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表６は，これらの検定結果をまとめたものである。表６において，有意水準１

％で有意差のある場合◎印を，有意水準５％で有意差のある場合○印を，有意

水準１０％で有意差のある場合△印を，そして，有意水準１０％でも有意差のない

場合×印をつけて示した。

表６によれば，グループ間の分散を同一と仮定した場合と異なると仮定した

場合とのどちらにおいても，平均賃金所得について有意水準１０％で有意差が認

められない場合は，１９９８年と２０００年とにおける無教育の男女間と無教育の都市

農村間との場合であり，１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年における小学校

中退の都市農村間の場合である。そして，表６より，グループ間の分散を同一

と仮定した場合と異なると仮定した場合とのどちらかで平均賃金所得の差が認

められた場合を含め，残りの各年の各教育水準における各組み合わせのほとん

表４ 賃金所得と教育水準との相関表（ジャワ島，１９９８年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級

無教育

（１）

小学校
中 退

（２）

小学校
卒 業

（３）

中学校
卒 業

（４）

高等学校
卒 業

（５）

職業高等
学校卒業

（６）

ディプロマ
Ⅰ又はⅡ
修 了
（７）

ディプロマ
Ⅲ修了

（８）

ディプロマ
Ⅳ修了

（９）

修士又は
博士課程
修 了
（１０）

合 計

（１１）

－ ５未満 １，０７０ １，２０４ １，３４２ ２４０ １５２ １０９ １４ １１ ４２ ０ ４，１８４
５以上－１０未満 １，６３５ ２，４９６ ３，５３７ ８３２ ４５４ ２２７ １７ ３０ ６５ ０ ９，２９３
１０以上－１５未満 ７１２ １，６６１ ３，５０２ １，３７３ ７５０ ５１３ ２０ ４５ ６５ ２ ８，６４３
１５以上－２０未満 ３４４ １，３１１ ３，３７５ １，６０９ １，３１２ ７７５ ４５ ６８ １０５ ２ ８，９４６
２０以上－２５未満 １２３ ６８１ ２，２００ １，１９３ １，３２１ ７３８ ７１ ９８ １４８ １ ６，５７４
２５以上－３０未満 ４５ ３４８ １，１９３ ７７３ １，３２５ ７４８ ９６ １２６ ２０７ ２ ４，８６３
３０以上－３５未満 ４６ ２６０ ９４３ ７１２ １，３３０ ７７０ １８７ ２０７ ２４１ ６ ４，７０２
３５以上－４０未満 １９ １２９ ４８５ ３９６ ８６１ ５５０ １５９ １６５ ２８８ ２ ３，０５４
４０以上－４５未満 ６ ５０ ２４８ ２５４ ８１７ ４４９ １６１ ２１１ ２８８ ５ ２，４８９
４５以上－５０未満 ６ ４０ １５８ １６０ ４６６ ２８８ ７７ １０４ １８５ ９ １，４９３
５０以上－５５未満 ６ １７ ６０ １１５ ４５１ ２０６ ８９ １５４ ２２６ １３ １，３３７
５５以上－６０未満 ０ ６ ２１ ３８ ９９ ８０ ２２ ４６ ６６ ４ ３８２
６０以上－６５未満 ２ ８ ３９ ４９ ２２１ １２０ ３６ ７１ １４９ １６ ７１１
６５以上－７０未満 ０ １ １１ ２１ ６９ ４９ ７ ３２ ４４ ６ ２４０
７０以上－７５未満 ２ ２ ８ ２３ １１７ ４４ １２ ５３ ９３ ３ ３５７
７５以上－８０未満 １ ２ １２ １８ ９２ ３５ ５ ４５ ８１ ５ ２９６
８０以上－８５未満 ３ ４ １１ １１ ８４ ３６ １４ ４０ ９２ ９ ３０４
８５以上－９０未満 １ ０ ２ ２ ２９ １１ ５ ２０ ２９ ４ １０３
９０以上－９５未満 １ ２ １１ ５ ３７ ２２ ３ ２４ ５６ ３ １６４
９５以上－１００未満 １ ０ ３ ４ ９ ３ ２ １５ １７ １ ５５
１００以上－１０５未満 ０ ２ ５ ３ ４８ ２３ ５ ３２ １０１ ６ ２２５
１０５以上－１１０未満 ０ １ １ １ ４ １ ０ ５ ５ ３ ２１
１１０以上－１１５未満 ０ ０ １ ０ ７ ６ １ １０ １２ ０ ３７
１１５以上－１２０未満 １ １ １ ０ ４ ４ ０ ０ ４ １ １６
１２０以上－１２５未満 ０ ３ １ ４ １７ ６ ６ １６ ３２ ２ ８７
１２５以上－ ４ １６ ３９ ２０ ９３ ３９ １９ ７６ ２３６ ３１ ５７３

合 計 ４，０２８ ８，２４５ １７，２０９ ７，８５６ １０，１６９ ５，８５２ １，０７３ １，７０４ ２，８７７ １３６ ５９，１４９

（資料）１９９８年 SUSENAS個別結果表。
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どの場合において，有意水準１％で平均賃金所得に差が認められることがわか

る。

表７は，１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年における各教育水準別に都市

男子，都市女子，農村男子，および農村女子の平均賃金所得を示したものであ

る。表７によれば，１９９８年と２０００年の女子の場合，無教育と小学中退との間で，

平均賃金の水準が逆転する点を除いて，各年とも，都市男子，都市女子，農村

男子，および農村女子の教育水準の高まりとともに平均賃金所得が上昇してい

表５ 教育水準別男女間および都市農村間における賃金所得平均値格差の検定（ジャワ島，１９９８年）
（単位：１万ルピア／人／月）

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

無教育

男子 １７．１７ １，５１２ １．０１ ０．３１０３
女子 １１．０３ ２，５１６ （１．０７） ０．２８４９
合計 １３．３４ ４，０２８

都市 １０．６２ １，０００ －０．５３ ０．５９３６
農村 １４．２４ ３，０２８ (－０．９３） ０．３４５１
合計 １３．３４ ４，０２８

小学校中退

男子 １８．８８ ５，０２６ ４．２３ ０．０００１
女子 ８．０９ ３，２１９ （５．２８） ０．０００１
合計 １４．７４ ３，２４５

都市 １５．４５ ２，５８５ ０．３９ ０．６９７４
農村 １４．４２ ５，６６０ (０．５７） ０．５７０７
合計 １４．７４ ３，２４５

小学校卒業

男子 ２１．３２ １１，８２３ ５．７４ ０．０００１
女子 １１．９７ ５，３８６ （５．８１） ０．０００１
合計 １８．３９ １７，２０９

都市 １９．７１ ７，３６７ １．５１ ０．１３１７
農村 １７．４０ ９，８４２ （１．５５） ０．１２１１
合計 １８．３９ １７，２０９

中学校卒業

男子 ２４．８３ ５，８２６ ２．００ ０．０４６０
女子 １９．９０ ２，０３０ （１．３０） ０．１９４３
合計 ２３．５７ ７，８５６

都市 ２５．４５ ５，０３９ ２．３３ ０．０１９８
農村 ２０．１８ ２，８１７ （２．９９） ０．００２８
合計 ２３．５７ ７，８５６

高等学校卒業

男子 ３７．７６ ７，３４２ ３．８９ ０．０００１
女子 ２５．４３ ２，８２７ （６．１８） ０．０００１
合計 ３４．３３ １０，１６９

都市 ３６．３４ ８，２４９ ２．９３ ０．００３３
農村 ２５．６９ １，９２０ （５．９０） ０．０００１
合計 ３４．３３ １０，１６９

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

職業
高等学校卒業

男子 ３３．６２ ４，０３０ ９．７６ ０．０００１
女子 ２６．５３ １，８２２ （１４．３４） ０．０００１
合計 ３１．４１ ５，８５２

都市 ３２．２８ ４，２０４ ４．１０ ０．０００１
農村 ２９．１９ １，６４８ （５．０２） ０．０００１
合計 ３１．４１ ５，８５２

ディプロマⅠ
又はⅡ修了

男子 ４６．６８ ５９７ ５．４３ ０．０００１
女子 ３５．５１ ４７６ （５．５８） ０．０００１
合計 ４１．７３ １，０７３

都市 ４３．８７ ６９９ ２．８４ ０．００４８
農村 ３７．７２ ３７４ （３．３８） ０．０００１
合計 ４１．７３ １，０７３

ディプロマⅢ
修了

男子 ５８．３１ １，０６８ ６．９１ ０．０００１
女子 ４１．１７ ６３６ （８．０２） ０．０００１
合計 ５１．９１ １，７０４

都市 ５４．２４ １，４６１ ４．７４ ０．０００１
農村 ３７．８８ ２４３ （７．２８） ０．０００１
合計 ５１．９１ １，７０４

ディプロマⅣ
修了

男子 ７１．３０ １，９５０ ４．４７ ０．０００１
女子 ４６．１４ ９２７ （５．８９） ０．０００１
合計 ６３．１９ ２，８７７

都市 ６７．８９ ２，４３２ ４．４２ ０．０００１
農村 ３７．５２ ４４５ （９．２６） ０．０００１
合計 ６３．１９ ２，８７７

修士又は
博士課程修了

男子 １２３．９３ １１１ １．３３ ０．１８５８
女子 ７６．４２ ２５ （２．４０） ０．０１７６
合計 １１５．２０ １３６

都市 １１８．２２ １２９ ０．９３ ０．３５２６
農村 ５９．６３ ７ （３．４１） ０．００１２
合計 １１５．２０ １３６

（資料）１９９８年 SUSENAS個別結果表。
（注） 平均値の差の検定は男女間および都市農村間についておこなった。なお，t－値は，分散が

等しいと仮定した場合はそのまま表示し，分散が異なると仮定した場合については，カッコ
内に表示した。

－１４４－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論



る点を確認することができる。また，各教育水準において，農村女子から，都

市女子，農村男子，都市男子への順に平均賃金所得が上昇している点を確認す

ることができる。労働生産性の上昇にもよるが，分析対象の４年間に物価の上

昇があり，これを反映して，各年の同一のセルを比較した場合，経年変化とと

もに，平均賃金所得の上昇を確認できる。その結果，同一教育水準における都

市男子，都市女子，農村男子，および農村女子間における平均賃金所得格差の

拡大と，都市男子，都市女子，農村男子，および農村女子の分類における各教

育水準の平均賃金所得格差の拡大とを確認できる。

表６ 教育水準別男女間および都市農村間における賃金所得平均値格差の検定（ジャワ島，１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）

１９９８年 ２０００年 ２００２年 ２００４年

分散が
等しい
と仮定
（１）

分散が
異なる
と仮定
（２）

分散が
等しい
と仮定
（３）

分散が
異なる
と仮定
（４）

分散が
等しい
と仮定
（５）

分散が
異なる
と仮定
（６）

分散が
等しい
と仮定
（７）

分散が
異なる
と仮定
（８）

無教育 男子－女子 × × × × ◎ ◎ ◎ ◎
都市－農村 × × × × ◎ ◎ ◎ ◎

小学校中退 男子－女子 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
都市－農村 × × × × × × × ×

小学校卒業 男子－女子 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
都市－農村 × × ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

中学校卒業 男子－女子 ○ × ○ × ◎ ◎ ◎ ◎
都市－農村 ○ ◎ ○ × ◎ ◎ ◎ ◎

高等学校卒業 男子－女子 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
都市－農村 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

職業
高等学校卒業

男子－女子 ◎ ◎ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
都市－農村 ◎ ◎ ○ × ◎ ◎ ○ △

ディプロマⅠ
又はⅡ修了

男子－女子 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
都市－農村 ◎ ◎ △ ◎ × × × ×

ディプロマⅢ修了 男子－女子 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
都市－農村 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

ディプロマⅣ修了 男子－女子 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎
都市－農村 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

修士又は
博士課程修了

男子－女子 × ○ × △ × ◎ × ×
都市－農村 ○ ◎ × ◎ × ◎ × ◎

（資料）表５，付表４，付表５および付表６。
（注） 男女間および都市農村間について，平均値の差の検定をおこなった結果，◎印は，有意水準

１％で有意差があったことを示し，○印は，有意水準５％で有意差があったことを示し，△
印は，有意水準１０％で有意差があったことを示し，×印は，有意水準１０％で有意差がなかっ
たことを示す。
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図３は，教育水準の上昇とともに平均賃金所得の上昇を視覚で確認するため

に，２００４年における都市男子，都市女子，農村男子，および農村女子の各教育

表７ 都市農村別男女別教育水準別における平均賃金所得（ジャワ島，１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）
（単位：万ルピア／人／月）

都 市 農 村

男子 女子 合計 男子 女子 合計

（１） （２） （３） （４） （５） （６）

１９９８年

無教育 １４．５７ ８．２６ １０．６２ １８．０２ １１．９５ １４．２３
小学校中退 １９．５１ ９．９１ １５．４５ １８．６１ ７．４６ １４．４２
小学校卒業 ２２．７９ １４．４１ １９．７１ ２０．３６ ９．４８ １７．４０
中学校卒業 ２６．８７ ２１．８５ ２５．４５ ２１．５２ １５．２３ ２０．１８
高等学校卒業 ４０．１８ ２６．７３ ３６．３４ ２７．８９ １８．９０ ２５．７０
職業高等学校卒業 ３５．０３ ２６．５２ ３２．２８ ３０．２６ ２６．３７ ２９．１９
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ５０．３７ ３６．６５ ４３．８７ ４０．７６ ３２．９１ ３７．７２
ディプロマⅢ修了 ６１．４０ ４２．９０ ５４．２４ ４２．２１ ２７．４１ ３７．８８
ディプロマⅣ修了 ７６．８１ ４９．６７ ６７．８９ ４２．９２ ２４．１４ ３７．５２
修士又は博士課程修了 １２７．３３ ７８．３５ １１８．２２ ６４．５７ ３０．００ ２４．１６

合 計 ３５．９６ ３３．３２ ３１．６５ ２２．２２ １２．１１ １８．８９

２０００年

無教育 ２３．９７ ２０．６８ ２１．８５ ２０．２２ １９．５８ １９．８３
小学校中退 ２７．８０ １９．４７ ２４．３７ ２３．４４ １２．６２ １９．４２
小学校卒業 ３１．２１ １９．００ ２６．８６ ２７．６８ １６．５９ ２４．７２
中学校卒業 ３５．６８ ３０．７４ ３４．２５ ３０．０５ １８．６８ ２７．３４
高等学校卒業 ５０．１４ ４１．４０ ４７．４８ ３９．０４ ２９．３０ ３６．８６
職業高等学校卒業 ４６．２９ ３９．８３ ４４．１１ ６０．２２ ４０．５１ ５４．６２
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ７０．０８ ５８．６６ ６４．０９ ６２．２１ ５２．７８ ５７．７６
ディプロマⅢ修了 ８８．３８ ６８．００ ８０．１２ ６４．２６ ４８．３４ ５９．１２
ディプロマⅣ修了 １０４．０１ ７７．０６ ９４．７４ ６１．０８ ５３．１３ ５８．６６
修士又は博士課程修了 ２０１．２０ １４１．３０ １８５．９２ ８８．４３ ６３．１５ ８４．２２

合 計 ４７．０３ ３５．９７ ４３．１７ ３１．１３ ２０．０９ ２７．５０

２００２年

無教育 ３２．５８ １７．１１ ２１．９４ ２７．３８ １５．２８ １９．７４
小学校中退 ４１．２０ ２１．９０ ３３．０４ ３７．４９ １６．９８ ２９．８３
小学校卒業 ４６．６９ ２６．３７ ３８．８１ ３８．９２ ２３．０４ ３４．３０
中学校卒業 ５８．０１ ３５．４３ ５０．４７ ４７．２５ ２７．９３ ４２．１７
高等学校卒業 ８４．４３ ６０．５５ ７７．３６ ６２．７０ ４１．７５ ５８．２０
職業高等学校卒業 ７６．７６ ５９．５３ ７１．９２ ６５．８０ ５７．８０ ６３．７６
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １２０．０１ ８９．６９ １０２．６７ １１０．３７ ９０．０５ １０１．０６
ディプロマⅢ修了 １３８．０９ ９９．３５ １２２．０９ １００．３６ ９６．０２ ９９．０５
ディプロマⅣ修了 １７５．４０ １３１．３２ １５９．８４ ９８．４３ ７２．８９ ９１．０９
修士又は博士課程修了 ３０９．４３ １８６．５８ ２８５．３４ １４０．００ １１１．００ １３５．１７

合 計 ８２．１０ ５４．９４ ７２．５１ ４８．５２ ２９．７２ ４２．５９

２００４年

無教育 ４４．４２ ２２．６２ ３０．５２ ３３．１２ １８．６２ ２５．０８
小学校中退 ５２．４３ ３０．８７ ４２．６３ ４１．３９ ２２．４１ ３４．１９
小学校卒業 ６０．９７ ３４．９２ ５１．３３ ４９．１８ ２７．１５ ４２．８３
中学校卒業 ６９．８１ ４６．２３ ６２．１２ ５８．４６ ３９．２９ ５３．０９
高等学校卒業 ９６．９４ ７１．４６ ８９．０２ ７８．６６ ５３．６１ ７２．７２
職業高等学校卒業 ９０．６４ ７２．３２ ８５．５７ ８３．６２ ６９．４９ ８０．１５
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １３４．３６ ９９．６７ １１５．３３ １５２．１２ １０４．０８ １３０．１３
ディプロマⅢ修了 １５４．９４ １２１．２４ １４１．０６ １１５．５３ ８４．４２ １０４．８４
ディプロマⅣ修了 １８１．６９ １３８．２３ １６６．１１ １１６．６９ ９１．３３ １０８．７２
修士又は博士課程修了 ３１８．４６ ２３６．１０ ３００．６１ １４１．５９ ３００．００ １５３．７７

合 計 ９４．６８ ６６．９８ ８５．１９ ６２．２５ ３９．４５ ５５．３０

（資料）１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年 SUSENAS個別結果表。
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水準の平均賃金所得を描いたものである(6)。なお，図３における各教育水準は，

教育年数に置き換えられている。図３における教育年数は，Oey-Gardiner（１９９７）

の図８．１を参考にして，次のように決定した。すなわち，教育年数は，無教育：

０年，小学校中退：３年，小学校卒業：６年，中学校卒業：９年，高等学校卒

業：１２年，職業高等学校卒業：１３年，ディプロマⅠ又はⅡ修了：１３．５年，ディ

プロマⅢ修了：１５年，ディプロマⅣ修了：１６年，修士又は博士課程修了：１８年

とした(7)。なお，図３におけるディプロマⅠ又はⅡ修了の教育年数は，ディプ

ロマⅠ又はⅡ修了の教育年数を１３．５年としたために，四捨五入から１４年となっ

ている。

図３によれば，都市男子，都市女子，農村男子，および農村女子の各教育水

準の平均賃金所得は，格差の存在を示しながら，高学歴化とともに，高等学校

卒業の賃金所得より漸増を始め，その増加は，農村男子を例外として，職業高

等学校卒業以降激しくなり，格差が拡大している。

以上の観察結果を，次節の賃金所得関数の定式化に反映させる予定である。

５．賃金所得関数の計測

一般に，賃金格差と教育の関係を数量的に明らかにし，教育投資の収益率を

推定する場合，ミンサー型の賃金関数が計測されてきた(8)。小稿において，ミ

ンサー型賃金関数を考慮し，それを変形した賃金所得関数を計測し，教育水準

の収益率を推定する。このような方式で教育の収益率を推定する場合，教育を

受けながら，家庭の主婦として家事に専念し，何ら賃金所得を得ていない人々

をいかに対処するかが問題であり，多くの推定において，サンプルセレクショ

ンモデルを用いて，対処してきた(9)。したがって，小稿においても，サンプル

セレクションモデルを用いることにした。

サンプルセレクションモデルを用いた賃金所得関数を計測するためには，前

節までに用いたスサナスの情報のみでは，情報不足である。幸い，スサナスの

コア部分には，１０歳以上の家族構成員の主な日常活動が（１）所得の稼得，（２）通

学，（３）家事，および（４）その他のいづれに相当するかの情報が存在している。

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論 －１４７－
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ジャワ島内の各州の家族構成員全サンプル中より，（３）家事に従事し，かつ

賃金所得ゼロのサンプルを，１９９８年：１０２，２９１個，２０００年：９８，０６３個，２００２年：

１００，７８８個および２００４年：１０６，６４２個を抜き出した。表８は，それらのサンプル

結果について，地域別，都市農村別，男女別に分布状況を示したものである。

表８における各サンプルは，表１の地域別，都市農村別，男女別サンプルの分

表８ ジャワ島における賃金所得ゼロの家事従事サンプルの分布状況（１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）

ジャカルタ
特別州
（１）

西ジャワ州

（２）

中部ジャワ州

（３）

ジョクジャカルタ
特別州
（４）

東ジャワ州

（５）

バンテン州

（６）

合 計

（７）

１９９８年

都市 男子 ４２９ ８５１ １，５４４ １，１０１ ２，０４３ ０ ５，９６８
女子 ５，６２７ ９，４００ ８，２７４ ２，２５６ ９，５６９ ０ ３５，１２６

小計 ６，０５６ １０，２５１ ９，８１８ ３，３５７ １１，６１２ ０ ４１，０９４

農村 男子 ０ １，０７６ ３，０４１ ５４３ ４，４４９ ０ ９，１０９
女子 ０ １１，２８９ １７，７９２ １，５５３ ２１，４５４ ０ ５２，０８８

小計 ０ １２，３６５ ２０，８３３ ２，０９６ ２５，９０３ ０ ６１，１９７

男子計 ４２９ １，９２７ ４，５８５ １，６４４ ６，４９２ ０ １５，０７７
女子計 ５，６２７ ２０，６８９ ２６，０６６ ３，８０９ ３１，０２３ ０ ８７，２１４

合計 ６，０５６ ２２，６１６ ３０，６５１ ５，４５３ ３７，５１５ ０ １０２，２９１

２０００年

都市 男子 ４９７ ７４５ １，７５０ １，２００ ２，２２４ ０ ６，４１６
女子 ５，５０９ ８，９６８ ９，８６０ ２，４６１ １１，０２３ ０ ３７，８２１

小計 ６，００６ ９，７１３ １１，６１０ ３，６６１ １３，２４７ ０ ４４，２３７

農村 男子 ０ ８３５ ２，３９６ ４８９ ３，５３７ ０ ７，２５７
女子 ０ １０，９０７ １５，２１２ １，１５２ １９，２９８ ０ ４６，５６９

小計 ０ １１，７４２ １７，６０８ １，６４１ ２２，８３５ ０ ５３，８２６

男子計 ４９７ １，５８０ ４，１４６ １，６８９ ５，７６１ ０ １３，６７３
女子計 ５，５０９ １９，８７５ ２５，０７２ ３，６１３ ３０，３２１ ０ ８４，３９０

合計 ６，００６ ２１，４５５ ２９，２１８ ５，３０２ ３６，０８２ ０ ９８，０６３

２００２年

都市 男子 ４２０ ６２１ １，８５０ ７７３ ２，５８７ １６４ ６，４１５
女子 ５，２８２ ８，８７０ １１，０８５ １，７２０ １２，９８８ ２，５３８ ４２，４８３

小計 ５，７０２ ９，４９１ １２，９３５ ２，４９３ １５，５７５ ２，７０２ ４８，８９８

農村 男子 ０ ７４６ ２，２４１ ５９９ ３，２３２ ２０７ ７，０２５
女子 ０ ８，６７１ １４，６１８ １，７５８ １７，４６０ ２，３５８ ４４，８６５

小計 ０ ９，４１７ １６，８５９ ２，３５７ ２０，６９２ ２，５６５ ５１，８９０

男子計 ４２０ １，３６７ ４，０９１ １，３７２ ５，８１９ ３７１ １３，４４０
女子計 ５，２８２ １７，５４１ ２５，７０３ ３，４７８ ３０，４４８ ４，８９６ ８７，３４８

合計 ５，７０２ １８，９０８ ２９，７９４ ４，８５０ ３６，２６７ ５，２６７ １００，７８８

２００４年

都市 男子 ６８７ ６５０ ２，０２１ ８５２ ２，８５５ １８８ ７，２５３
女子 ６，６０６ １０，３０５ １２，０８６ １，９６１ １４，０６５ ２，６４７ ４７，６７０

小計 ７，２９３ １０，９５５ １４，１０７ ２，８１３ １６，９２０ ２，８３５ ５４，９２３

農村 男子 ０ ６０１ １，９８１ ５６９ ３，２１７ ２５９ ６，６２７
女子 ０ ９，１２９ １４，１８９ １，６８０ １７，７９０ ２，３０４ ４５，０９２

小計 ０ ９，７３０ １６，１７０ ２，２４９ ２１，００７ ２，５６３ ５１，７１９

男子計 ６８７ １，２５１ ４，００２ １，４２１ ６，０７２ ４４７ １３，８８０
女子計 ６，６０６ １９，４３４ ２６，２７５ ３，６４１ ３１，８５５ ４，９５１ ９２，７６２

合計 ７，２９３ ２０，６８５ ３０，２７７ ５，０６２ ３７，９２７ ５，３９８ １０６，６４２

（資料）１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年 SUSENAS個別結果表。
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布状況に良く対応しているといえる。

表９は，表８のサンプルを，教育水準別に再分類したものである。表９を教

育水準別に観察すれば，高学歴になるにしたがって都市部女子の家事従事者比

表９ 都市農村別男女別教育水準別賃金所得ゼロの家事従事サンプルの分布（ジャワ島，１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）

都 市 農 村 男子計

（７）

女子計

（８）

合 計

（９）
男子
（１）

女子
（２）

小計
（３）

男子
（４）

女子
（５）

小計
（６）

１９９８年

無教育 ３２９ ３，７７０ ４，０９９ １，０８７ １２，０７４ １３，１６１ １，４１６ １５，８４４ １７，２６０
小学校中退 ９９６ ５，８７２ ６，８６８ ２，６３９ １３，７１８ １６，３５７ ３，６３５ １９，５９０ ２３，２２５
小学校卒業 １，８９５ １１，１３７ １３，０３２ ３，７５５ ２０，００７ ２３，７６２ ５，６５０ ３１，１４４ ３６，７９４
中学校卒業 １，１６４ ６，４６７ ７，６３１ ９７７ ４，１２２ ５，０９９ ２，１４１ １０，５８９ １２，７３０
高等学校卒業 １，０２３ ５，４３０ ６，４５３ ４１２ １，３９７ １，８０９ １，４３５ ６，８２７ ８，２６２
職業高等学校卒業 ３３３ １，５５６ １，８８９ １８９ ５９０ ７７９ ５２２ ２，１４６ ２，６６８
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ２６ １５２ １７８ ５ ３１ ３６ ３１ １８３ ２１４
ディプロマⅢ修了 ８７ ３３９ ４２６ １３ ６７ ８０ １００ ４０６ ５０６
ディプロマⅣ修了 １１３ ４００ ５１３ ３１ ８２ １１３ １４４ ４８２ ６２６
修士又は博士課程修了 ２ ３ ５ １ ０ １ ３ ３ ６

合 計 ５，９６８ ３５，１２６ ４１，０９４ ９，１０９ ５２，０８８ ６１，１９７ １５，０７７ ８７，２１４ １０２，２９１

２０００年

無教育 ３２０ ４，１３１ ４，４５１ ９７９ １０，７８２ １１，７６１ １，２９９ １４，９１３ １６，２１２
小学校中退 ８９４ ５，８２７ ６，７２１ １，８００ １１，０００ １２，８００ ２，６９４ １６，８２７ １９，５２１
小学校卒業 １，７７４ １１，８５８ １３，６３２ ２，８９６ １７，９５８ ２０，８５４ ４，６７０ ２９，８１６ ３４，４８６
中学校卒業 １，２６１ ７，０６７ ８，３２８ ９１８ ４，４２８ ５，３４６ ２，１７９ １１，４９５ １３，６７４
高等学校卒業 １，２９４ ５，８９７ ７，１９１ ３９８ １，５４１ １，９３９ １，６９２ ７，４３８ ９，１３０
職業高等学校卒業 ５５３ １，９３６ ２，４８９ ２０４ ６８５ ８８９ ７５７ ２，６２１ ３，３７８
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ３４ １９０ ２２４ １３ ４２ ５５ ４７ ２３２ ２７９
ディプロマⅢ修了 ９２ ３８８ ４８０ ２６ ５３ ７９ １１８ ４４１ ５５９
ディプロマⅣ修了 １９２ ５２２ ７１４ ２３ ７９ １０２ ２１５ ６０１ ８１６
修士又は博士課程修了 ２ ５ ７ ０ １ １ ２ ６ ８

合 計 ６，４１６ ３７，８２１ ４４，２３７ ７，２５７ ４６，５６９ ５３，８２６ １３，６７３ ８４，３９０ ９８，０６３

２００２年

無教育 ３２１ ４，３３９ ４，６６０ ９４４ ９，７６２ １０，７０６ １，２６５ １４，１０１ １５，３６６
小学校中退 １，０８４ ６，１２１ ７，２０５ １，７２１ １０，３４６ １２，０６７ ２，８０５ １６，４６７ １９，２７２
小学校卒業 １，７８４ １３，２１２ １４，９９６ ２，９１４ １８，２７６ ２１，１９０ ４，６９８ ３１，４８８ ３６，１８６
中学校卒業 １，２６１ ７，９５７ ９，２１８ ８６３ ４，３８１ ５，２４４ ２，１２４ １２，３３８ １４，４６２
高等学校卒業 １，１８０ ７，３７８ ８，５５８ ３４０ １，３８９ １，７２９ １，５２０ ８，７６７ １０，２８７
職業高等学校卒業 ４６８ １，９９３ ２，４６１ １９１ ５３１ ７２２ ６５９ ２，５２４ ３，１８３
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ３４ １８６ ２２０ ９ ３７ ４６ ４３ ２２３ ２６６
ディプロマⅢ修了 １０８ ５４６ ６５４ １４ ３９ ５３ １２２ ５８５ ７０７
ディプロマⅣ修了 １６９ ７４２ ９１１ ２９ １０３ １３２ １９８ ８４５ １，０４３
修士又は博士課程修了 ６ ９ １５ ０ １ １ ６ １０ １６

合 計 ６，４１５ ４２，４８３ ４８，８９８ ７，０２５ ４４，８６５ ５１，８９０ １３，４４０ ８７，３４８ １００，７８８

２００４年

無教育 ３２８ ４，１００ ４，４２８ ６８０ ８，４６４ ９，１４４ １，００８ １２，５６４ １３，５７２
小学校中退 １，１３０ ６，８８４ ８，０１４ １，５０３ ９，８１６ １１，３１９ ２，６３３ １６，７００ １９，３３３
小学校卒業 １，９８４ １４，７１８ １６，７０２ ２，７３５ １８，７８１ ２１，５１６ ４，７１９ ３３，４９９ ３８，２１８
中学校卒業 １，４７６ ９，６５０ １１，１２６ １，０３０ ５，５０７ ６，５３７ ２，５０６ １５，１５７ １７，６６３
高等学校卒業 １，４３０ ８，６０１ １０，０３１ ４０６ １，７７１ ２，１７７ １，８３６ １０，３７２ １２，２０８
職業高等学校卒業 ５６２ ２，２１１ ２，７７３ ２１７ ５６１ ７７８ ７７９ ２，７７２ ３，５５１
ディプロマⅠ又はⅡ修了 ３３ ２１８ ２５１ ８ ４８ ５６ ４１ ２６６ ３０７
ディプロマⅢ修了 １１２ ５３６ ６４８ １３ ５１ ６４ １２５ ５８７ ７１２
ディプロマⅣ修了 １９６ ７４８ ９４４ ３３ ９１ １２４ ２２９ ８３９ １，０６８
修士又は博士課程修了 ２ ４ ６ ２ ２ ４ ４ ６ １０

合 計 ７，２５３ ４７，６７０ ５４，９２３ ６，６２７ ４５，０９２ ５１，７１９ １３，８８０ ９２，７６２ １０６，６４２

（資料）１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年 SUSENAS個別結果表。
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率が高くなる傾向にあり，農村部女子のそれが，都市部と逆の傾向が観察され

る。また，賃金所得ゼロでかつ家事に従事した男子が，各年の都市部と農村部

ともに，かなり存在していることが観察される。これらのサンプルは，家内経

営の事業において，無給の労働を提供しているサンプルであると考えられる(10)。

これらのサンプルには失業者を含んでいる可能性をも示唆している。女子の場

合ももちろんである。しかし，小稿の場合，これらの点に何ら考慮せず，以下

の分析を進めた。

表９によって，教育を受けながら，所得ゼロの多くのサンプルの存在を知っ

た。このように学歴がありながら所得ゼロとなる多数のサンプルを無視した場

合も，これらを含めた場合も，最小二乗法で推定された回帰式の推定値に偏り

が生じることが知られている。したがって，これらのサンプルを考慮した次の

ようなサンプルセレクションモデルによる賃金所得関数を計測する(11)。

Y1i
＊＝X’1iβ1＋u1i （ i＝１……n ） （１）

Y2i
＊＝X’2iβ2＋u2i （ i＝１……n ） （２）

logYi＝Y2i
＊ when Y1i

＊＞０ （３‐１）

Yi＝０＝Y2i
＊ when Y1i

＊＝０ （３‐２）

なお，Y1i
＊は賃金所得の有無を示し，Y1i

＊が正の場合のみ賃金所得 Y2i
＊が logYi

として観測され（後の記述を省略するために，対数変換後の形で表現した），

Y1i
＊が正でない場合，賃金所得 Y2i

＊が Yi＝０として観測されるわけである。X’1i

と X’2iとは，それぞれ賃金所得関数の説明ベクトルであり，β1とβ2とは推定

すべきパラメーターベクトルである。そして，u1iと u2iとは確率誤差項である。

すなわち，（１）式で各家計の構成員における賃金所得稼得行動の有無を判別

し，（２）式で稼得賃金所得額を決定する。そして，（３‐１）式と（３‐２）式とで示さ

れるように，賃金所得稼得行動をおこなうと決定したサンプルのみ実際の賃金

所得額 logYiが観測されることになる。

パラメーターの推定に，ヘックマンの二段階推定法が用いられた。まず，（１）

式のβ1をプロビット最尤法によって推定し，β1の推定値を用いて，ハザード

比率を推定し，これを（２）式に加え，最小二乗法を用いてβ2の推定値を得る方

法である(12)。
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（１）式の X’1部分については，変数として，経験年数，経験年数の二乗，年

齢，性別ダミー，結婚の有無ダミー，地域ダミー（ジャカルタ特別州，中部

ジャワ州，東ジャワ州，バンテン州）を選択して，β1をプロビット最尤法に

よって推定した。なお，経験年数は，（年齢－各教育水準の教育年数－６）と

した。各教育水準の教育年数は，前節で示した数値を使用した。１９９８年，２０００

年，２００２年および２００４年におけるプロビット最尤法による推定結果は，紙幅の

関係で省略されたが，所得ゼロとそうでないグループとは，各年とも統計的に

有意に判別された(13)。

教育投資の収益率を推定するためのミンサー型賃金関数は，一般に，次式の

ように定式化されてきた。

logYi＝a0＋a1SYi＋ΣbjXji＋ui （４）

ただし，Yi：賃金所得，SYi：教育年数，Xji：その他変数，a0，a1，bj：推

定すべきパラメーター。

そして，パラメーター a1の推定値が，教育の収益率とみなされてきた。しかし，

各個人の学歴に対する教育年数が異なるにかかわらず，（４）式のような定式化

では，すべての学歴に対して，教育の収益率が，同一となってしまう。これで

は，教育年数の異なる各教育水準の決定に関して無差別であり，前節の観察結

果から鑑みて，（４）式の定式化は，現実的でないといえる。

表４，表５，表７，図３，および付表１から付表６は，学歴と賃金所得との

間に，正の相関を示している。学歴が高いほど，賃金所得が高くなっている点

は，学歴が高くなるほど，教育投資の収益率が高くなるという仮説を立てるこ

とができる。しかし，表３に観察されたように，高賃金所得がえられる高水準

の学校教育を多くの人が受けていない。この理由は，資本制限によって，多く

の人が高水準の教育を受けることができなかったと考えられる。この点につい

ては，別の機会に明らかにする予定である。高学歴になるほど，教育投資の収

益率が低くなるという意見もある(14)。では，人々は，どうして高水準の教育を

受けるのであろうか。収益率が低くなるのであれば，人々は，高い水準の教育

を受けないはずである。経済学的説明を求めるのであれば，高い水準の教育を

受けるために，教育投資の収益率が高くなることが必要であるといえる。
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また，表７は，同一学歴でも都市農村間，および男女間において賃金所得に

格差の存在を示しており，都市農村間および男女間において，教育投資の収益

率に差異が存在する点を示唆している。これら２点を考慮して，ミンサー型賃

金関数を変形して，賃金所得関数を次のように変形したモデルを定式化した。

logYi＝a0＋a1SYUMi
2＋a2SYUF i

2＋a3SYRM i
2＋a4SYRF i

2

＋ΣbjXji＋cRATIO＋ui （５）

ただし，Yi：賃金所得，SYUM i：都市男子教育年数，SYUF i：都市女子教育

年数，SYRMi：農村男子教育年数，SYRFi：農村女子教育年数，Xji：

その他変数，RATIO：ハザード比率，a0，a1，a2，a3，a4，bj，c：

推定すべきパラメーター。なお，SYUMi，SYUFi，SYRMi，SYRFiに

対応しないサンプルの部分には，ゼロが挿入されている(15)。

この場合，教育投資の収益率は，例えば，都市男子の場合，

∂（logY）／∂（SYUM）＝２a1SYUM （６）

となって，教育年数によって収益率は異なり，高学歴になるに従って高収益率

が得られるように定式化されている点がわかる。都市女子，農村男子，および

農村女子の各教育水準の教育投資の収益率は，同様に計算できる。なお，（５）

式におけるハザード比率は，サンプルセレクションモデルに対応するための変

数である。

（５）式を最小二乗法で推定すれば，パラメーター a1，a2，a3，a4の推定値に同

時方程式バイアスが存在することになる。同時方程式バイアスを回避するため

に，一般に，操作変数法が用いられる(16)。しかし，（５）式に操作変数法を直接

対応させるには，内生変数に対応する説明変数が，４個存在し，適切な操作変

数を，スサナスの限られたサンプル情報から見つけることが困難であった。し

たがって，まず，

SYi＝a0＋a1AGi＋a2RDi＋a3FDi＋ΣbjDEji＋ui （７）

ただし，SYi：教育年数，AGi：年齢，RDi：農村ダミー変数，FDi：女子ダ

ミー変数，DEji：ジョクジャカルタ特別州を基準とした州ダミー

変数，a0，a1，a2，a3，bj：推定すべきパラメーター。

のパラメーターを推定し，それを用いて，教育年数 SYiの推定値を得，この推
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定値を，各サンプルの対応する（５）式の SYUMi，SYUFi，SYRMi，SYRFi，に配分し

た。そして対応しないサンプルには，ゼロを挿入することとした。

（７）式を最小二乗法によって計測した結果は表１０に示される。なお，各教育

水準の教育年数は，前節で取り扱った場合と同一である。

１９９８年の場合，表１０の回帰式番号（１）に観察されるように，（７）式の計測結果

の決定係数が非常に低く，教育年数の予測力が非常に低くなってしまった。モ

デルに含まれるべき変数が欠落しているため，推定されたパラメーターに欠落

変数バイアスが含まれ，決定係数が非常に低くなっているといえる。欠落した

説明変数をスサナスの限られた情報から見つけ出すことができなかったので，

次善の策として，回帰式番号（１）の計測結果の残差を用いてダミー変数を作成

し，計測した結果が回帰式番号（２）である(17)。残差の中に，内生変数に相当す

る要素部分が含まれているおそれがあるが，今回，一時接近として無視するこ

とにした。この点は，今後の検討課題である。２０００年，２００２年および２００４年の

表１０ 教育年数関数の計測結果（ジャワ島，１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）

１９９８年 ２０００年 ２００２年 ２００４年

説明変数 （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８）

年齢 AG －０．０６８ －０．０５６ －０．０７６ －０．０６５ －０．０４４ －０．０３８ －０．０４２ －０．０２９
(－５１．４９） (－１０４．６７） (－５６．７３） (－１１７．７２） (－２９．９８） (－６２．５５） (－２８．２３） (－４５．８４）

農村ダミー RD －３．０６３ －２．６６２ －３．００８ －２．６２２ －２．７１０ －２．９０２ －２．４０４ －３．２３３
(－８８．７６） (－１８７．９６） (－８５．７３） (－１７９．６４） (－６８．９３） (－１８０．６７） (－６１．５６） (－１９８．０３）

女子ダミー FD －１．２２１ －１．０９４ －１．０７３ －１．０１６ －０．９１６ －０．８１９ －０．７０５ －０．５３０
(－３５．７１） (－７９．０６） (－３０．９３） (－７１．３７） (－２５．３５） (－５５．１６） (－１９．７６） (－３５．４０）

ジャカルタ特別州ダミー DR1 ０．３５２ ０．６６５ －０．０７８ ０．１９７ ０．１２８ ０．２３３ －０．６４３ －０．７５６
（３．６４） （１７．１３） (－０．８１） （５．０６） （１．３４） （５．９９） (－６．５８） (－１８．５９）

西ジャワ州ダミー DR2 －１．１７１ －１．２４２ －１．３２３ －１．３９４ －０．９２２ －０．７６２ －１．５０４ －１．２７２
(－１３．１１） (－３４．６９） (－１４．９９） (－３８．７９） (－１０．０２） (－２０．４０） (－１６．１０） (－３２．７４）

中部ジャワ州ダミー DR3 －１．４９４ －１．４６０ －１．６９２ －１．７１４ －１．１２１ －０．９５５ －１．７５８ －１．４８８
(－１６．９１） (－４１．２２） (－１９．５０） (－４８．４９） (－１２．５４） (－２６．３２） (－１９．１１） (－３８．８８）

東ジャワ州ダミー DR5 －１．３８２ －１．３７５ －１．４６９ －１．５２３ －０．９９７ －０．８２５ －１．３６０ －１．１４４
(－１５．７２） (－３９．０１） (－１６．９８） (－４３．２２） (－１１．２０） (－２２．８５） (－１４．８７） (－３０．０６）

バンテン州ダミー DR6 －０．１１８ ０．０２５ －１．１０３ －１．００５
(－１．０８） （０．５６） (－１０．１０） (－２２．１１）

残差ダミーⅠ DZ1 ４．９０１ ４．８２４ ４．５８３ ４．７０７
（３０２．７８） （２８９．６７） （２６２．８１） （２６１．２８）

残差ダミーⅡ DZ2 －４．３２６ －４．３６７ －５．１５６ －５．５４６
(－２７０．４３） (－２６４．１７） (－３００．８０） (－３１５．２３）

定数項 A １３．４４４ １２．６６８ １３．８３４ １３．１８０ １２．７４０ １２．６６２ １３．４２５ １３．２６４
（１３８．６０） （３２１．９９） （１４３．５９） （３３１．９０） （１２５．９６） （３０８．３７） （１２９．６６） （３０７．９６）

自由度調整済み決定係数 ０．２２２ ０．８７５ ０．２１３ ０．８７０ ０．１３３ ０．８５７ ０．１０９ ０．８４６
F－値 ２，４０５ ４５，９６９ ２，２１２ ４２，３５７ １，０１８ ３１，９０５ ７８８ ２８，１９０
サンプル数 ５９，１４９ ５９，４１９ ５７，２１１ ５７，２１１ ５３，１１１ ５３，１１１ ５１，３３８ ５１，３３８

（注）カッコ内は t値である。
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場合も，１９９８年と同様に，（７）式のパラメーターを推定した。その結果は，表

１０に示されるとおりである。表１０の各年のパラメーターの推定結果を観察すれ

ば，残差ダミー変数を用いた結果は，統計学的に満足いく結果となっている。

表１０の回帰式番号（２），（４），（６）と（８）とのパラメーターの推定値を用いて，

（７）式から各年の個々のサンプルの教育年数を推定し，この推定値を用いて（５）

式の賃金所得関数のパラメーターを推定した。賃金所得関数の計測の際，ジョ

クジャカルタ特別州を基準とした各州のダミー変数が導入された。

（５）式の賃金所得関数の計測結果は，表１１に示される。表１１の各年の奇数の

回帰式番号に注目されたい。パラメーターの推定結果は，統計学的にも経済学

表１１ 賃金所得関数（その１）の計測結果（ジャワ島，１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）

１９９８年 ２０００年 ２００２年 ２００４年

説明変数 （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８）

経験年数 EX ０．０３８ ０．０３７ ０．０３８ ０．０３８ ０．０４７ ０．０４６ ０．０４３ ０．０４３
（６１．３０） （１１５．１９） （５９．４８） （１１０．６４） （７０．３２） （１３５．０３） （６８．２０） （１３１．７２）

経験年数の二乗 EX＊＊2 －０．０００５２ －０．０００５１ －０．０００５２ －０．０００５０ －０．０００６７ －０．０００６５ －０．０００６２ －０．０００６１
(－４７．７７） (－８８．８４） (－４５．３８） (－８３．２２） (－５１．４９） (－９８．２４） (－４８．５１） (－９３．４６）

都市男子教育年数の二乗 SYUM
＊＊2 ０．００３５３ ０．００３７２ ０．００３８７ ０．００４０２ ０．００４１５ ０．００４２３ ０．００３９５ ０．００４０２

（５７．２０） （１１４．３１） （６２．７９） （１２２．５９） （６０．０７） （１１９．３８） （５８．１７） （１１４．０６）
都市女子教育年数の二乗 SYUF

＊＊2 ０．００６３３ ０．００６４３ ０．００６３５ ０．００６３９ ０．００５９０ ０．００５８４ ０．００５４７ ０．００５６０
（１０３．６６） （１９９．４９） （９９．６０） （１８８．３８） （１０４．９０） （２０２．３８） （１０６．１０） （２０６．０６）

農村男子教育年数の二乗 SYRM
＊＊2 ０．００３３６ ０．００３３８ ０．００３６０ ０．００３４７ ０．００３４７ ０．００３２８ ０．００３３７ ０．００３２８

（３３．７７） （６４．４５） （３４．８６） （６３．０７） （３１．００） （５７．０２） （３３．４６） （６２．８２）
農村女子教育年数の二乗 SYRF

＊＊2 ０．００６９６ ０．００５７１ ０．００６５９ ０．００６４０ ０．００５７０ ０．００５３９ ０．００４６９ ０．００４４１
（４３．１５） （７８．２９） （４４．２６） （８０．８０） （３６．３３） （６６．７１） （３６．９２） （６６．８０）

ジャカルタ特別州ダミー DR1 ０．２６６ ０．２９７ ０．１５２ ０．１６６ ０．３２２ ０．３３８ ０．３９１ ０．４０６
（１６．３３） （３３．３８） （９．１７） （１８．９０） （１９．２３） （３９．３５） （２４．４３） （４９．００）

西ジャワ州ダミー DR2 ０．０２９ ０．０２３ －０．０２５ －０．０４０ ０．１８９ ０．１９５ ０．２１０ ０．２２８
（１．９２） （２．９０） (－１．６４） (－４．９７） （１２．１５） （２４．３７） （１３．８５） （２８．９９）

中部ジャワ州ダミー DR3 －０．１６５ －０．１６０ －０．１７５ －０．１８９ －０．００６ －０．００４ ０．００７ ０．０２０
(－１１．２８） (－２０．６３） (－１１．８９） (－２４．０８） (－０．４１） (－０．５１） （０．４７） （２．６１）

東ジャワ州ダミー DR5 －０．１９２ －０．１８７ －０．１４８ －０．１６８ ０．０２４ ０．０１９ ０．０９５ ０．１００
(－１３．２８） (－２４．４５） (－１０．２１） (－２１．７０） （１．６１） （２．４３） （６．５２） （１３．３１）

バンテン州ダミー DR6 ０．４６１ ０．４５１ ０．３５５ ０．３６４
（２５．０７） （４７．７３） （２０．３５） （４０．２７）

残差ダミーⅠ DZ1 ０．７０５ ０．７１６ ０．６９９ ０．６８７
（２０７．６３） （２０２．９１） （１９９．０１） （２０２．７４）

残差ダミーⅡ DZ2 －０．８９６ －０．８９３ －０．９１１ －０．８４２
(－２５３．９５） (－２４３．６０） (－２４７．８７） (－２４３．３９）

ハザード比率 RATIO ０．７２８ ０．７２６ ０．６３３ ０．６３６ ０．５４９ ０．５４８ ０．４５９ ０．４５２
（７４．９９） （１４１．７７） （６３．０３） （１１９．２１） （５１．０３） （９９．２６） （４５．２２） （８６．３６）

定数項 A １．３６４ １．３７６ １．８１０ １．８３４ ２．０６３ ２．０９１ ２．４３７ ２．４４９
（７８．９３） （１４９．８１） （１０１．７３） （１９２．３７） （１４１．５８） （２２４．２３） （１４２．９８） （２７４．４７）

自由度調整済み決定係数 ０．４４４ ０．８４５ ０．３７５ ０．８２３ ０．４３０ ０．８５０ ０．４２０ ０．８４４
F－値 ４，２９０ ２４，８５６ ３，１１５ ２０，４８４ ３，３３５ ２１，４４６ ３，１０１ １９，８８１
サンプル数 ５９，１４９ ５９，４１９ ５７，２１１ ５７，２１１ ５３，１１１ ５３，１１１ ５１，３３８ ５１，３３８

（注）表１０の計測結果を用いて推定された教育年数をを用いて推定した結果である。カッコ内は t値
である。
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的にも満足いく結果であるが，決定係数が低く，欠落した説明変数の存在を示

している。欠落した説明変数をスサナスの限られた情報から見つけ出すことが

できなかったので，次善の策として，（７）式の場合と同様に，計測結果の残差

を用いてダミー変数を作成し，再度，賃金所得関数を，各年について計測した(18)。

残差の中に，内生変数に相当する要素部分が含まれているおそれがあるが，（７）

式の場合と同様に，無視することにした。この点は，今後の検討課題である。

表１１における偶数の回帰番号は，残差ダミーを含む場合の計測結果である。

表１１の各年の偶数の回帰番号によれば，統計学的に全て満足いく結果であり，

残差ダミーを挿入した結果，各パラメーターの推定値は残差ダミーを含まない

場合に比べて少しだけ小さくなった点が観察される(19)。経済学的見地より，

１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年ともに，計測結果について次の点が指摘

できる。すなわち，経験年数の係数は正であり，経験を経るにしたがって所得

の上昇を意味し，妥当な結果である。また，経験年数の二乗の係数は負であり，

経験を経るにしたがって所得が上昇するが，その上昇率が逓減することを意味

し，妥当な結果である。これらの結果は，過去に各国で計測されたミンサー型

賃金関数の計測結果と同一である。

また，都市農村別男女別教育年数の二乗の係数が全て正で，統計的にゼロと

有意差があり，期待どおりの結果となっている。すなわち，教育年数の増加＝

高学歴になるにしたがって，投資教育の収益が高くなることが推測できる。ま

た，都市農村間および男女間の賃金格差を反映した係数の大きさとなっている。

したがって，計測結果は，経済学的見地からも妥当であるといえる。したがっ

て，表１１の賃金所得関数の計測結果は，以下の分析に有効であるといえる。な

お，教育年数に，生の観察値を使用し，（５）式の賃金所得関数を推定した結果

を，付表７に示した。付表７の計測結果は，表１１の計測結果をよくサポートし

ているといえる。

（５）式による賃金関数の計測結果を用いた教育投資の収益率は，教育終了年

数と線形関係を保つように定式化されている。これは一つの仮説であり，現実

はそうでないかもしれない。したがって，この点を確認するために，（２）式を，

Byron and Takahashi（１９８９）を参考に，次のように定式化した。
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logYi＝a0＋a1Xi＋a2Xi
2＋ΣbjDEji＋ΣckXki＋ui （８）

ただし，Yi：賃金所得，Xi：経験年数，DEji：教育水準ダミー変数，Xki：

その他変数，a0，a1，a2，bj，ck：推定すべきパラメーター。

教育水準ダミー変数は，無教育を基準に，小学校中退，小学校卒業，中学校卒

業，高等学校卒業，職業高等学校卒業，ディプロマⅠ又はⅡ修了，ディプロマ

Ⅲ修了，ディプロマⅣ修了，および修士又は博士課程修了について，都市部の

男子と女子，および農村部の男子と女子の４系列作成した。その他変数は，サ

ンプルセレクションモデルに対応するためのハザード比率であり，残差を基に

作成した場合の残差ダミー変数である。なお，あまりにも多数の内生変数とな

るダミー変数に対応する外生変数を見いだすことができず，操作変数法が使え

ず，（８）式の計測は，最小二乗法のみによることとなった。この点は，今後の

課題である。

１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年に対する最小二乗法による（８）式の賃

金所得関数のうち，１９９８年の計測結果が表１２に示される。まず，表１２のケース

（Ⅰ）に注目しよう。推定されたパラメーターは，すべて統計的に有意である。

また，農村女子の小学校中退ダミーのパラメーターの推定値が負となった以外，

期待どおりの符号を示している。問題は，決定係数が，０．４６２と小さいことで

ある。モデルに含まれるべき変数が欠落しているため，推定された係数に欠落

変数バイアスが含まれているといえる。この点を改善するために，ケース（Ⅰ）

の回帰残差をダミー変数で表現し，再度計測した。その結果がケース（Ⅱ）で

ある(20)。推定された係数は，すべて統計的に有意である。そして，すべての係

数がゼロであるかどうかを検定する F値が大幅に上昇し，決定係数が０．８４６と

改善され，計測結果が統計学的に改善されたことがわかる。

パラメーターの推定値に注目すれば，経験年数のパラメーターの推定値は正

であり，経験を経るにしたがって所得の上昇を意味し，妥当な結果である。ま

た，経験年数の二乗のパラメーターの推定値は負であり，経験を経るにしたがっ

て所得が上昇するが，その上昇率が逓減することを意味し，妥当な結果である。

次に，都市部の男女および農村部の男女に対する各教育水準ダミーのパラメー

ターの推定値に注目しよう。小学校中退の農村女子のダミー変数の係数が負と
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なった以外，各変数のパラメーターの推定値は期待どおりの符号を示している。

すなわち，学歴の上昇とともに，それらのパラメーターの推定値が上昇してい

る点が確認できる。これは，教育水準が高いほど，高所得を得ていることを意

味し，表４，表５，表７，図３，および付表１から付表６の観察結果と一致し

た妥当な結果であるといえる。したがって，表１２のケース（Ⅱ）の１９９８年の賃

金所得関数の計測結果は，以下の分析に有効であるといえる。

２０００年，２００２年および２００４年に対する（８）式の賃金所得関数の計測結果は，

付表８から付表１０に示される(21)。これらの計測結果についても，１９９８年の場合

表１２ 賃金所得関数（その２）の計測結果（ジャワ島，１９９８年）

ケース（Ⅰ） ケース（Ⅱ）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（１）

都市女子
ダミー変数

（２）

農村男子
ダミー変数

（３）

農村女子
ダミー変数

（４）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（５）

都市女子
ダミー変数

（６）

農村男子
ダミー変数

（７）

農村女子
ダミー変数

（８）

経験年数 EX ０．０３７ ０．０３７
（６０．６８） （１１２．６６）

経験年数の二乗 EX＊＊2 －０．０００５２ －０．０００５１
(－４５．７１） (－８４．６７）

小学校中退 DE1j ０．５９９ ０．１５６ ０．３４８ －０．１７７ ０．５６９ ０．１５７ ０．３３０ －０．１８５
（２８．４５） （７．０５） （２０．４５） (－９．９３） （５０．４１） （１３．２７） （３６．２１） (－１９．３５）

小学校卒業 DE2j ０．７４７ ０．４７４ ０．５６０ ０．１４６ ０．７２８ ０．４７８ ０．５２９ ０．１３６
（４１．０８） （２７．４９） （３２．３７） （８．３８） （８２．１４） （５１．７３） （５７．０９） （１４．５７）

中学校卒業 DE3j ０．９０９ ０．８６８ ０．７５６ ０．６３９ ０．８９６ ０．８５４ ０．７２９ ０．６２６
（４４．６６） （４１．５９） （３４．６１） （２２．２５） （８２．１４） （７６．４６） （６２．３１） （４０．７６）

高等学校卒業 DE4j １．２１５ １．３１４ ０．９９６ ０．８９０ １．２０５ １．３００ ０．９７０ ０．８３１
（５７．２１） （７２．４６） （３９．９０） （２８．１３） （１０５．８０） （１３３．７６） （７２．５３） （４９．０５）

職業高等学校卒業 DE5j １．１６７ １．２８９ １．０４８ １．１９３ １．１５６ １．２７６ １．０４４ １．１３９
（５０．４９） （６１．１２） （３９．７２） （３７．３４） （９３．３６） （１１２．９３） （７３．８３） （６６．５５）

ディプロマⅠ又はⅡ修了 DE6j １．４６６ １．５３４ １．２９８ １．４７０ １．４３９ １．５３５ １．３１４ １．４６５
（３８．０８） （４１．８５） （２８．２５） （２７．４５） （６９．７６） （７８．２０） （５３．３５） （５１．０７）

ディプロマⅢ修了 DE7j １．６１７ １．７２９ １．２７７ １．２６９ １．６０９ １．７０４ １．２７１ １．２０４
（５４．１３） （５８．９３） （２４．４９） （１６．８０） （１００．５５） （１０８．５１） （４５．５０） （２９．７９）

ディプロマⅣ修了 DE8j １．７６３ １．７８２ １．２８７ １．１１３ １．７６８ １．７７０ １．２８０ １．０３９
（６５．８０） （６９．４２） （３１．３２） （１９．５４） （１２３．２４） （１２８．７７） （５８．１７） （３４．０７）

修士又は博士課程修了 DE9j ２．０７４ ２．２１２ １．８０８ １．５６１ ２．１３０ ２．２５７ １．７６３ １．５３１
（３１．６７） （１７．１９） （７．０３） （２．４９） （６０．７４） （３２．７５） （１２．８１） （４．５６）

残差ダミーⅠ DZ1 ０．７０４
（２０５．２４）

残差ダミーⅡ DZ2 －０．８９０
(－２４９．９２）

ハザード比率 RATIO ０．３１６ ０．３３１
（２．４９） （４０．６０）

定数項 A １．２９６ １．３１９
（７８．９０） （１４８．０４）

自由度調整済み決定係数 ０．４６２ ０．８４６
F－値 １，３０３．５８ ７，９１０．９４
サンプル数 ５９，１４９ ５９，１４９

（注）カッコ内は t－値である。
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と同一の点が指摘できる。

６．教育投資の収益率

各年の都市農村部別男女別の各教育水準に対する教育投資の収益率は，（５）

式による賃金所得関数の計測結果を示す表１１の偶数の回帰式番号のパラメー

ターの推定値を用い，（６）式の例にしたがって推定できる。その推定結果は，

表１３に示される。なお，各年の列方向と行方向とにおける平均は，表３の都市

農村別男女別教育水準別サンプル数による加重平均値である。表１３の最後の平

均値の部分は，１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年に対応する各々のセルの

単純平均値である。

表１３によれば，都市の男女別収益率と農村の男女別収益率の推定値において

推定対象年間の差異は，ほとんど観察されない。したがって，各年の対応する

セルの収益率の平均値による考察は妥当なものあるといえ，その結果は次のと

おりである。

男子の都市農村間の収益率格差は，都市の方が大きいが，その差はわずかで

ある。農村部の男子の高等教育への投資は，経済的に十分引き合うものであり，

その投資は，現在の男子の都市農村間の賃金所得格差の解消への有力な手段で

あるといえる。

女子の都市農村間の収益率格差は，都市の方が大きく，その差も大きい。し

かし，農村部の女子の高等教育への投資は，経済的に引き合うものといえ，そ

れは農村部の女子賃金所得を引き上げるものであり，女子の都市農村間の賃金

所得格差の解消への有力な手段であるといえる。

都市部の男女間の収益率格差は，女子の方が大きく（女子の平均賃金は男子

より低い），都市部の女子の高等教育への投資は，経済的に十分引き合うもの

であり，それは都市部の女子賃金所得を引き上げるものであり，都市部の男女

間の賃金所得格差の解消への有力な手段であるといえる。

農村部の男女間の収益率格差は，女子の方が大きく（女子の平均賃金は男子

より低い），農村部の女子の高等教育への投資は，経済的に引き合うものとい
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表１３ 都市農村別男女別教育投資の収益率（ジャワ島，１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）

都 市 農 村 平均

（５）
男子
（１）

女子
（２）

男子
（３）

女子
（４）

１９９８年

小学校中退 ２．２ ３．９ ２．０ ３．４ ２．７
小学校卒業 ４．５ ７．７ ４．１ ６．９ ５．２
中学校卒業 ６．７ １１．６ ６．１ １０．３ ７．７
高等学校卒業 ８．９ １５．４ ８．１ １３．７ １０．５
職業高等学校卒業 ９．７ １６．７ ８．８ １４．８ １１．５
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １０．０ １７．４ ９．１ １５．４ １２．８
ディプロマⅢ修了 １１．２ １９．３ １０．１ １７．１ １４．０
ディプロマⅣ修了 １１．９ ２０．６ １０．８ １８．３ １４．５
修士又は博士課程修了 １３．４ ２３．１ １２．２ ２０．６ １５．１

平 均 ８．８ １４．５ ６．３ ９．０ ９．２

２０００年

小学校中退 ２．４ ３．８ ２．１ ３．８ ２．８
小学校卒業 ４．８ ７．７ ４．２ ７．７ ５．５
中学校卒業 ７．２ １１．５ ６．２ １１．５ ８．１
高等学校卒業 ９．６ １５．３ ８．３ １５．４ １１．１
職業高等学校卒業 １０．５ １６．６ ９．０ １６．６ １２．２
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １０．９ １７．３ ９．４ １７．３ １３．９
ディプロマⅢ修了 １２．１ １９．２ １０．４ １９．２ １４．７
ディプロマⅣ修了 １２．９ ２０．４ １１．１ ２０．５ １５．３
修士又は博士課程修了 １４．５ ２３．０ １２．５ ２３．０ １６．５

平 均 ９．５ １４．５ ６．５ １０．２ ９．８

２００２年

小学校中退 ２．５ ３．５ ２．０ ３．２ ２．７
小学校卒業 ５．１ ７．０ ３．９ ６．５ ５．３
中学校卒業 ７．６ １０．５ ５．９ ９．７ ８．１
高等学校卒業 １０．２ １４．０ ７．９ １２．９ １１．０
職業高等学校卒業 １１．０ １５．２ ８．５ １４．０ １１．８
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １１．４ １５．８ ８．９ １４．６ １３．２
ディプロマⅢ修了 １２．７ １７．５ ９．８ １６．２ １４．４
ディプロマⅣ修了 １３．５ １８．７ １０．５ １７．２ １５．１
修士又は博士課程修了 １５．２ ２１．０ １１．８ １９．４ １６．３

平 均 １０．３ １３．７ ６．６ ９．９ １０．５

２００４年

小学校中退 ２．４ ３．４ ２．０ ２．６ ２．６
小学校卒業 ４．８ ６．７ ３．９ ５．３ ５．０
中学校卒業 ７．２ １０．１ ５．９ ７．９ ７．７
高等学校卒業 ９．６ １３．４ ７．９ １０．６ １０．５
職業高等学校卒業 １０．５ １４．６ ８．５ １１．５ １１．２
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １０．９ １５．１ ８．９ １１．９ １２．３
ディプロマⅢ修了 １２．１ １６．８ ９．８ １３．２ １３．７
ディプロマⅣ修了 １２．９ １７．９ １０．５ １４．１ １４．３
修士又は博士課程修了 １４．５ ２０．２ １１．８ １５．９ １５．５

平 均 ９．９ １３．５ ６．９ ８．７ １０．２

平均値
（１９９８－
２００４年）

小学校中退 ２．４ ３．６ ２．０ ３．３ ２．７
小学校卒業 ４．８ ７．３ ４．０ ６．６ ５．３
中学校卒業 ７．２ １０．９ ６．０ ９．９ ７．９
高等学校卒業 ９．６ １４．６ ８．０ １３．１ １０．８
職業高等学校卒業 １０．４ １５．８ ８．７ １４．２ １１．７
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １０．８ １６．４ ９．１ １４．８ １３．０
ディプロマⅢ修了 １２．０ １８．２ １０．１ １６．４ １４．２
ディプロマⅣ修了 １２．８ １９．４ １０．７ １７．５ １４．８
修士又は博士課程修了 １４．４ ２１．８ １２．１ １９．７ １５．９

平 均 ９．６ １４．０ ６．６ ９．５ ９．９

（注）賃金関数（その１）の計測結果による推定値である。各年の平均はサンプル数
にて加重平均した数値である。最後の平均値の部分は，１９９８年，２０００年，２００２
年と２００４年との各収益率の単純平均値である。
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え，それは農村部の女子賃金所得を引き上げるものであり，農村部の男女間の

賃金所得格差の解消への有力な手段であるといえる。

ジャワ島全体でみた場合の教育投資の平均収益率は，表１３の平均値の部分に

おける平均の平均部分に表され，９．９％となっている。

次に，（８）式によって定式化された賃金所得関数の計測結果より，教育投資

の収益率の推定を試みる。（８）式は片対数式となっている。これを元の形に戻

せば，確率誤差項を除いて，次式で表現できる。

Yi＝Π（１＋gj）DEji exp（a0＋a1Xi＋a2Xi
2＋ΣckXki） （９）

したがって，（８）式の係数 bjは（９）式における log（１＋gj）に対応する。各教育

水準 DEjの教育年数を njとした場合，各教育水準の教育投資の収益率 hjは，

（１＋hj）nj＝bj

より

hj＝exp（bj／nj）－１ （１０）

として推定できる(22)。

表１４は，表１２と付表８から付表１０のケース（Ⅱ）の計測結果を用いて，（１０）

式にしたがって推定された都市農村別男女別の教育水準別教育期間に対する教

育投資の収益率である。なお，列方向の平均と行方向の平均とは，表３の都市

農村別男女別教育水準別サンプル数による加重平均値である。

表１４によれば，都市の男女別教育投資の収益率と農村の男女別教育投資の収

益率の推定値において推定対象年間の差異は，非常に小さいといえる。したがっ

て，各年の対応するセルの収益率の平均値による考察は妥当なものであるとい

え，その結果は次のとおりである。

表１４によれば，都市部男子の教育投資の収益率は，小学校中退より中学校卒

業まで低下を示し，高等学校卒業で少し上昇し，それから職業高等学校卒業で

低下し，ディプロマⅠ又はⅡ修了からディプロマⅢ修了，ディプロマⅣ修了，

修士又は博士課程修了へと上昇している。すなわち，都市部男子の場合，収益

率は，上下を繰り返しながら上昇している。これは，初等教育，中等教育，お

よび高等教育におけるそれぞれの収益率曲線があり，初等教育から中等教育へ，

中等教育から高等教育へいくにしたがって，教育投資の収益率曲線が右へシフ

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論 －１６１－



表１４ 都市農村別男女別教育投資の収益率（その２）（ジャワ島，１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）

都 市 農 村 平均

（５）
男子
（１）

女子
（２）

男子
（３）

女子
（４）

１９９８年

小学校中退 ２０．９ ５．４ １１．６ ９．５
小学校卒業 １２．９ ８．３ ９．２ ２．３ ９．０
中学校卒業 １０．５ １０．０ ８．４ ７．２ ９．６
高等学校卒業 １０．６ １１．４ ８．４ ７．２ １０．３
職業高等学校卒業 ９．３ １０．３ ８．４ ９．２ ９．３
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １１．２ １２．０ １０．２ １１．５ １１．３
ディプロマⅢ修了 １１．３ １２．０ ８．８ ８．４ １１．２
ディプロマⅣ修了 １１．７ １１．７ ８．３ ６．７ １１．１
修士又は博士課程修了 １２．６ １３．４ １０．３ ８．９ １２．６

平 均 １１．５ ９．２ ８．９ ２．５ ９．０

２０００年

小学校中退 １５．２ １．９ ７．９ ６．７
小学校卒業 １０．０ ６．１ ６．７ １．７ ６．９
中学校卒業 ８．３ ８．４ ６．５ ６．４ ７．７
高等学校卒業 ８．９ ９．９ ６．９ ７．４ ８．８
職業高等学校卒業 ７．９ ９．０ ７．６ ８．４ ８．２
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １０．４ １１．８ １０．４ １１．０ １１．０
ディプロマⅢ修了 １０．６ １１．８ ９．１ ９．３ １０．８
ディプロマⅣ修了 １０．５ １１．０ ８．３ ７．８ １０．４
修士又は博士課程修了 １３．０ １２．６ ８．７ １１．１ １２．７

平 均 ９．４ ７．６ ６．６ ２．３ ７．４

２００２年

小学校中退 ２１．５ １２．８ １０．３
小学校卒業 １３．２ ５．７ ９．８ １．６ ９．１
中学校卒業 １１．０ ８．７ ８．９ ６．６ ９．７
高等学校卒業 １１．４ １０．５ ８．８ ６．３ １０．８
職業高等学校卒業 １０．３ ９．８ ８．２ ７．９ ９．８
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １２．４ １２．０ １０．３ １０．８ １１．７
ディプロマⅢ修了 １２．２ １２．０ １０．３ １０．７ １１．９
ディプロマⅣ修了 １２．６ １１．７ ９．４ ７．４ １１．９
修士又は博士課程修了 １３．６ １３．３ １１．８ １１．３ １３．５

平 均 １２．１ ８．２ ９．５ ３．１ ９．８

２００４年

小学校中退 ２０．９ ２．４ １１．０ １０．１
小学校卒業 １２．４ ６．１ ９．０ １．６ ８．８
中学校卒業 １０．３ ８．６ ８．５ ６．４ ９．２
高等学校卒業 １０．４ １０．３ ８．２ ６．６ １０．０
職業高等学校卒業 ９．６ ９．３ ８．３ ７．０ ９．３
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １１．１ １１．２ １１．３ １０．６ １１．１
ディプロマⅢ修了 １１．２ １１．５ ９．４ ８．６ １１．１
ディプロマⅣ修了 １１．３ １１．２ ８．７ ７．８ １０．９
修士又は博士課程修了 １２．８ １２．７ ９．３ １８．０ １２．６

平 均 １１．２ ８．５ ８．７ ３．６ ９．４

平均値
（１９９８－
２００４年）

小学校中退 １９．６ ３．２ １０．８ ９．１
小学校卒業 １２．１ ６．５ ８．７ １．８ ８．４
中学校卒業 １０．０ ８．９ ８．１ ６．７ ９．１
高等学校卒業 １０．３ １０．５ ８．１ ６．９ １０．０
職業高等学校卒業 ９．３ ９．６ ８．１ ８．１ ９．２
ディプロマⅠ又はⅡ修了 １１．３ １１．７ １０．５ １１．０ １１．３
ディプロマⅢ修了 １１．３ １１．８ ９．４ ９．３ １１．３
ディプロマⅣ修了 １１．５ １１．４ ８．７ ７．４ １１．１
修士又は博士課程修了 １３．０ １３．０ １０．０ １２．３ １２．８

平 均 １１．１ ８．４ ８．４ ２．９ ８．９

（注）賃金関数（その２）の計測結果による推定値である。各年の平均はサンプル数にて加重
平均した数値である。最後の平均値の部分は，１９９８年，２０００年，２００２年と２００４年との各
収益率の単純平均値である。
女子小学校中退の収益率の平均値は，２００２年を除いて計算された。
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トしている結果であると理解できる。都市部男子の初等，中等，および高等教

育投資の収益率曲線が右へシフトしたと考えられる状況から，都市部女子，農

村部男子，および農村部女子の各教育水準における教育投資の収益率の変動を

も，同様に理解することができる。

都市農村別男女別の中等教育以上の教育投資の収益率は，見かけ上，近似的

で，大差が存在しない点が観察される。したがって，都市農村間および男女間

における所得格差の解消には，中等以上の教育投資は有効であるといえる。こ

の点は，初等教育から中等教育へ，中等教育から高等教育へいくにしたがって，

教育投資の収益率曲線が右へシフトするという仮説によっても支持されるとい

える。

Card（１９９９）のサーベイによれば，通常最小二乗法による教育投資の収益率

の推定値に比べて，同時方程式バイアスを考慮した操作変数法による推定値は，

大きくなっている。したがって，表１４の収益率の推定値は，控えめな推定値と

なっているといえる。

表１４における都市農村別男女別教育水準別の教育投資の収益率の推定値は，

表１３のそれらと近似的であり，（５）式によって定式化された賃金所得関数のパ

ラメーターの推定値を用いて得られた表１３の教育投資の収益率を支持している

といえる。したがって，表１３における教育投資の収益率の推定値は妥当なもの

であると結論できる。表１３における平均値の部分におけるジャワ島全体でみた

場合の教育の平均収益率９．９％を，他の研究の収益率の推定値との比較を以下

に試みる。

まず，Psacharopulos（１９９４）（２００２）によって引用されたインドネシアについ

ての過去の推計結果と比較してみよう。Byron and Takahashi（１９８９）は，ジャ

ワ島都市部の１９８１年のスサナスのデータを用い，小稿の（８）式と同様の賃金所

得関数の計測結果より，推定したものであり，１７％という高い収益率の値を得

ている。この数値は，Psacharopulos（１９９４）からの引用であり，Byron and Taka-

hashi（１９８９）は，この数値を，初等教育修了による増収額と大学卒業による

増収額との差額と，両教育終了までの在学期間の差の年数とを用いて，複利計

算で収益率を計算したものである(23)。したがって，小稿の数値と意味が異なっ
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ている。

McMahon and Boediono（１９９２）の収益率は，１９８２年と１９８９年とのサカナス

SAKERNAS（この調査はインドネシア語で，Survei Angkatan Kerja Nasionalと

呼ばれ，その略称である。英語訳は National Labor Force Surveyとなっている）

のデータを用い，中等教育の収益率１１．０％と高等教育の収益率５．０％とを得た。

小稿の表１３における収益率の平均値と較べた場合，逆の大小関係となっている。

McMahon and Boediono（１９９２）が，オリジナルな形のミンサー型賃金関数を

計測した結果であり，彼らの結果は，小稿における初等教育から中等教育へ，

中等教育から高等教育へと教育投資の収益率曲線の右へのシフト仮説を許容す

る事ができない結果である。

Duflo（２００１）は，１９７３－１９７８年の期間の INPRES計画の成果としての教育

の収益率は，６．８％から１０．６％におよぶと推定している。INPRES計画は，小

学校増設計画であり，Duflo（２００１）の収益率は，小稿の表１４の小学校卒業の

収益率に対応するものであるといえ，彼の推定値は，小稿の推定結果を支持し

ているといえる。

過去の教育の収益率の推計値は，表１３の収益率の推定値を十分に支持するも

のでなかった。しかし，小稿の推論の過程から判断して，表１３の推計値が現時

点で，最善のものであると考えられる。

７．むすび

貧困解消の手段として，また，所得格差解消手段として，教育投資の有効性

が指摘され，インドネシアにおいても，教育投資が実施されてきた。しかし，

２０００年時点に，インドネシアの貧困水準以下の人口比率が１９．１％と，貧困問題

は解消せず，依然として所得格差が存在している。したがって，所得格差解消

手段として，教育投資が，現時点においても有効である点を示すことを，小稿

の課題とした。そのために，人口の３／５が居住するジャワ島について，インド

ネシアの家計調査であるスサナスの１９９８年，２０００年，２００２年および２００４年調査

の個別結果表を用い，ミンサー型賃金関数の変形モデルを計測し，各教育水準
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における教育投資の収益率を推定することによって，課題への解答を以下のよ

うに求めた。

まず，記述統計によって，所得格差の存在を示した。それは，都市部男女別

および農村部男女別に，一人当たり１ヶ月賃金所得の相対度数のヒストグラム

を描くことによって知ることができた。加えて，男子平均賃金所得は女子のそ

れより高く，都市部平均賃金所得は農村部のそれより高く，都市部の男子賃金

所得が女子のそれより高く，そして，農村部の男子賃金所得が女子のそれより

高い点が平均値の差の検定によって確認された。これらの分類による所得格差

は，最終学歴による教育水準の分類においても確認された。

教育水準を，男女別に比較した場合，女子に較べ，男子の高学歴比率が観察

され，都市農村別に比較した場合，農村部に較べ，都市部の高学歴の比率が高

い点が観察され，都市内部および農村内部における男女別に比較した場合，女

子に較べて男子の高学歴の比率の高い点が観察された。そして，賃金所得と教

育水準との間に，正の相関の存在することが確認された。また，各教育水準に

おいても賃金所得格差の存在が確認された。

サンプルセレクションモデルにより，ミンサー型の賃金所得格差を説明する

モデルが定式化され，パラメーターが推定された。その賃金所得関数の説明変

数の主要部分は，都市男子の教育年数の二乗，都市女子の教育年数の二乗，農

村男子の教育年数の二乗と農村女子の教育年数の二乗とであり，高学歴になる

にしたがい，賃金所得が高くなるように定式化された。問題は，最小二乗法で

この賃金所得関数を計測した場合，これら４つの変数のパラメーターの推定値

に同時方程式バイアスが含まれる点である。この問題の解消策として，別途，

教育年数関数を計測し，その結果を用いた教育年数の推定値を用いて，定式化

した賃金所得関数を計測した。計測結果は，統計学的にも，経済学的にも満足

いく結果であった。なお，この場合の賃金所得関数は，教育年数と賃金所得と

が線型になるように定式化されているが，この点を検証するために，別の賃金

所得関数を計測した。それは，都市農村別男女別かつ教育水準別ダミー変数に

よる賃金所得関数であり，計測結果は，上記の賃金所得関数の計測結果を良く

支持するものであった。
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賃金所得関数の計測結果を用いて，都市農村別男女別各教育水準における各

教育水準に対する教育投資の収益率を推定した。推定された教育投資の収益率

は，教育水準の上昇と共に上昇した。この結果は，初等教育，中等教育，およ

び高等教育におけるそれぞれの収益率曲線があり，初等教育から中等教育へ，

中等教育から高等教育へいくにしたがって，教育投資の収益率曲線が右へシフ

トしている結果を反映した結果であると理解された。

都市農村別男女別の中等教育以上の教育投資の収益率は，見かけ上，女子の

方が大きいが，それらは男子の場合と近似的であり，都市農村間および男女間

における所得格差の解消には，都市の女子および農村の男女の中等教育以上の

教育投資は有効であることを示しているといえる。

注

＊：小稿は，2007年度日本学術振興会科学研究費「疑似パネルデータ利用によるイン
ドネシア農家家計の貧困要因に関する数量的研究」（課題番号：18580236，研究代表
者：新谷正彦）における研究成果の一部である。また，小稿における記述統計の計
算および回帰計算は，すべて SAS（Statistical Analysis System）ソフトウエアを用い
ておこなわれた。

(1) 貧困解消の手段として，また，所得格差解消手段として，教育投資の有効性が指
摘され，長年，それについて，多くの研究がなされてきた。世界各国における教
育投資の収益率の推計結果のサーベイは，Psacharopulos（1994）（2002）によって
おこなわれている。インドネシアにおいても，同様で，教育投資について議論さ
れ，研究され，そして教育投資が実施されてきた。インドネシアの教育投資の収
益率の推計は，筆者の管見によれば，Byron and Takahashi（1989）とMcMahon and
Boediono（1992）と Duflo（2001）とによっておこなわれている。

(2) 詳しくは，各年の BPS，PENGELUARAN UNTUK KONSUMSI PENDUKU INDONESIA
（Expenditure for Consumption of Indonesia）を参照されたい。この刊行物は，コア
部分の集計公表刊行物である。なお，BPSは，インドネシア中央統計局 Badan Pusat
Statistikの略号である。

(3) 調査票の項目については，注2の刊行物を参照されたい。
(4) 分析のためのサンプルは，インドネシア全体のサンプルより，マイクロソフトの
アクセスを用いて，選択，抽出した。

(5) 1998年と2000年との調査では，賃金所得は，現金給付と現物給付とに分かれてい
たが，両者の合計を賃金所得とした。

(6) 物価の上昇とともに，それを反映した各調査時点の平均賃金格差が拡大した。こ
の点が，2004年においてデフォルメされており，視覚で確認する点でも良いと考
え，2004年が選択された。

(7) 修士又は博士課程修了のための教育年数を18年とした。しかし，修士又は博士課
程修了者の教育年数として，18年は短いかもしれないが，この数値を使用した。
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(8) ミンサー型賃金関数，およびその簡明な説明については，Mincer（1980）と澤田
（2003）を参照されたい。

(9) 例えば，古くは，Spector and Mazzeo（1980）を参照されたい。
(10) 表8において抽出したサンプルを，従事産業別に分類した場合，家事従事を主とし

ているから，無職に分類されるのが当然であると想定される。2002年の場合，ジャ
ワ島全体で，61.0％のサンプルが，無職となっていた。しかし，20.4％が農林水産
業に，また12.2％が商業に従事していた。これらのサンプルは，家内経営の事業に
おいて，無給の労働を提供していると考えられる。この推測は，農林水産業や商
業の比率が高いことによって支持されるといえる。詳しくは，新谷（2005）の表9
を参照されたい。

(11) 雨宮（1985）によるタイプⅡのトービット・モデルは，サンプルセレクションモ
デルと同一である。したがって，小稿において，この方法を用いる。なお，実際
の推定方法については，縄田（1992）が参考になった。

(12) 縄田（1992）には，この課程の要領良い説明がなされている。
(13) 1998年の場合，サンプル数が161,440で，対数尤度値がマイナス76,577.23となって，
繰り返し計算は，収束した。選択された変数の係数は統計的にすべて有意であり，
所得ゼロとそうでないグループは，統計的に有意に判別された。以下同様に，2000
年の場合，サンプル数が155,274で，対数尤度値がマイナス74,220.62となり，2002
年の場合，サンプル数が153,889で，対数尤度値がマイナス67,314.45となり，2004
年の場合，サンプル数が157,980で，対数尤度値がマイナス65,940.24となって，繰
り返し計算は，3年ともに，収束した。そして，3年ともに，選択された変数の係
数は統計的にすべて有意であり，所得ゼロとそうでないグループは，統計的に有
意に判別された。

(14) インドネシアの計測例として，後述のように，McMahon and Boediono（1992）の
収益率は，中等教育の収益率11.0％と高等教育の収益率5.0％となっている。

(15)（5）式の第2項，第3項，第4項と第5項とは，教育年数の二乗に対する都市男子，都
市女子，農村男子と農村女子とのパラメーターダミーである。これらを分割して（5）
式のように表示した。

(16) サーベイ論文として，Card（1999）が参考になった。
(17) 残差ダミーの作成は，0.1刻みで，残差の絶対値がそれより大きい場合を1としたダ

ミー変数を正の場合と負の場合について2個作成し，決定係数が最大のものを選択
した。1998年の場合と2000年の場合とは，境界値が2.2とマイナス2.2とであった。
2002年の場合，境界値が2.5とマイナス2.5とであった。そして，2004年の場合，境
界値が2.9とマイナス2.9とであった。

(18) 残差ダミーの作成は，（7）式の計測の場合と同様に，0.1刻みで，残差の絶対値がそ
れより大きい場合を1としたダミー変数を正の場合と負の場合について2個作成し，
決定係数が最大のものを選択した。各年ともに境界値の絶対値が0.4の場合，決定
係数が最大となり，その場合の計測結果が，表11に示されている。

(19) Griliches（1977）が指摘する状況がよく現れた結果となっている。
(20) 残差ダミーの作成方法は，注18と同一で，1998年の場合，境界値の絶対値が0.4の

とき，決定係数が最大となった。
(21) 残差ダミーの作成方法は，注18と同一で，2000年，2002年および2004年の場合，1998

年の場合と同様に，境界値の絶対値が0.4のとき，決定係数が最大となった。
(22) ここでの考え方は，Halvorsen and Palmquist（1980）に負っている。
(23) Byron and Takahashi（1989）は，結論の部分で収益率を，15%から17%と記述して

いる。
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付表１ 賃金所得と教育水準との相関表（ジャワ島，２０００年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級

無教育

（１）

小学校
中 退

（２）

小学校
卒 業

（３）

中学校
卒 業

（４）

高等学校
卒 業

（５）

職業高等
学校卒業

（６）

ディプロマ
Ⅰ又はⅡ
修 了
（７）

ディプロマ
Ⅲ修了

（８）

ディプロマ
Ⅳ修了

（９）

修士又は
博士課程
修 了
（１０）

合 計

（１１）

－１０未満 １，３３９ １，６５２ １，９８１ ５２８ ３２６ １９０ ２１ ９ ４９ ０ ６，０９５
１０以上－２０未満 １，６５５ ２，７６９ ５，２１７ １，８８２ ９９１ ６８３ ３３ ３７ １１５ ３ １３，３８５
２０以上－３０未満 ５２４ １，５０２ ４，０６９ ２，２５６ １，８８３ １，０８５ ７２ ８８ １３５ １ １１，６１５
３０以上－４０未満 ２１７ ９３２ ２，７６７ １，６５０ ２，０８３ １，０７４ １１３ １２９ ２０１ ２ ９，１６８
４０以上－５０未満 ６８ ３７７ １，２３０ ９０６ １，４７４ ８２３ １６７ １７０ ３３５ ２ ５，５５２
５０以上－６０未満 １７ １０２ ４５３ ４２８ ９９１ ６６７ ２０６ ２２８ ４０１ ６ ３，４９９
６０以上－７０未満 １４ ６９ ２７６ ２３１ ７３６ ５３０ ２３８ ２１４ ３３８ ３ ２，６４９
７０以上－８０未満 ９ ２８ ８７ １５４ ５５４ ３６８ １５０ １９８ ３５７ ８ １，９１３
８０以上－９０未満 ７ ８ ４６ １０１ ３２１ １９１ ７４ １０６ ２６９ ９ １，１３２
９０以上－１００未満 ３ ５ １６ ４５ １２７ ７５ ３１ ６２ １２６ ６ ４９６
１００以上－１１０未満 ０ ６ １４ ２１ １００ ４９ １９ ６５ １３０ ６ ４１０
１１０以上－１２０未満 １ １ ２ ２ ２８ １４ １ ６ ３５ ２ ９２
１２０以上－１３０未満 ４ ２ ８ １０ ３５ １８ ８ ３０ ６６ ４ １８５
１３０以上－１４０未満 １ ０ ３ ２ ２１ ８ １ １０ ２１ ０ ６７
１４０以上－１５０未満 ０ ０ ２ ３ ５ ８ ０ ７ １５ ４ ４４
１５０以上－１６０未満 ２ ２ １２ ９ ４３ １９ １５ ３６ ９５ １１ ２４４
１６０以上－１７０未満 ０ １ ０ １ １０ ８ ３ ９ １６ １ ４９
１７０以上－１８０未満 ０ １ ２ ２ ７ １ １ ７ １４ ２ ３７
１８０以上－１９０未満 ３ １ ０ ３ ８ ２ ２ ５ ２１ ３ ４８
１９０以上－２００未満 ０ １ １ ０ ２ ２ １ ２ ９ ０ １８
２００以上－２１０未満 ０ １ ５ １ ２５ ６ ９ １４ ４７ ９ １１７
２１０以上－２２０未満 ０ １ ２ ０ １ ０ ０ １ ９ ０ １４
２２０以上－２３０未満 ０ １ ２ １ ２ ０ ０ ０ ５ ０ １１
２３０以上－２４０未満 ０ ０ ０ ０ ２ １ ０ ０ ２ １ ６
２４０以上－２５０未満 １ ０ ０ ０ ２ １ ０ ０ ５ ０ ９
２５０以上－ １１ １１ ３１ １６ ６４ ２１ １０ ３８ １３３ ２１ ３５６

合 計 ３，８７６ ７，４７３ １６，２２６ ８，２５２ ９，８４１ ５，８４４ １，１７５ １，４７１ ２，９４９ １０４ ５７，２１１

（資料）２０００年 SUSENAS個別結果表。
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付表２ 賃金所得と教育水準との相関表（ジャワ島，２００２年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級

無教育

（１）

小学校
中 退

（２）

小学校
卒 業

（３）

中学校
卒 業

（４）

高等学校
卒 業

（５）

職業高等
学校卒業

（６）

ディプロマ
Ⅰ又はⅡ
修 了
（７）

ディプロマ
Ⅲ修了

（８）

ディプロマ
Ⅳ修了

（９）

修士又は
博士課程
修 了
（１０）

合 計

（１１）

－１０未満 ３０７ ４７４ ６７６ ２５２ １９３ ８８ ４０ １５ ４０ ０ ２，０８５
１０以上－２０未満 ６９８ １，１６０ ２，４８８ ９３１ ３８６ ２６０ ５２ ４０ ９５ ２ ６，１１２
２０以上－３０未満 ３６３ ９９９ ２，６６０ １，３６２ ７６３ ４８１ ５９ ４６ １０５ ２ ６，８４０
３０以上－４０未満 １９１ ７５２ ２，５２０ １，５８３ １，１７０ ７０７ ４４ ７４ １１７ ２ ７，１６０
４０以上－５０未満 ７９ ５７８ ２，０８８ １，４０３ １，２９９ ７３１ ５６ ７０ １３２ １ ６，４３７
５０以上－６０未満 ２８ ２１６ ９３３ ７９８ １，０８３ ５１７ ６０ ９９ １６２ ３ ３，８９９
６０以上－７０未満 ３０ ２２３ ９８６ ８２６ １，０６７ ５６２ ７０ １１１ １３２ ３ ４，０１０
７０以上－８０未満 １４ ８８ ５０８ ５４７ １，００９ ４５６ ８３ １５０ ２１０ ２ ３，０６７
８０以上－９０未満 ４ ４６ ２６７ ３６０ ９２９ ４３８ １３３ １８１ ２５９ ２ ２，６１９
９０以上－１００未満 ５ ２７ １６７ ２２１ ６３７ ３６７ １８３ １５５ ２５６ ４ ２，０２２
１００以上－１１０未満 ２ １２ ５９ １４９ ５５３ ２５６ １４８ １８７ ３７７ １９ １，７６２
１１０以上－１２０未満 ０ ３ １８ ５６ ２１３ １６１ １４１ ８７ １７７ ２ ８５８
１２０以上－１３０未満 １ １６ ４５ １０４ ４１９ ２７７ １８９ １９１ ３４２ １３ １，５９７
１３０以上－１４０未満 ０ ３ １２ ４１ １５９ １０６ ８１ ８０ １６８ １０ ６６０
１４０以上－１５０未満 ０ ２ ６ ２３ ９８ ６７ ５５ ５４ １１９ ５ ４２９
１５０以上－１６０未満 １ ３ ３６ ５５ ３１４ １４６ ６０ １６９ ３５９ ３２ １，１７５
１６０以上－１７０未満 ０ １ ３ １１ ６１ ２９ １３ ３１ ５９ ４ ２１２
１７０以上－１８０未満 ０ ２ ６ １２ ６１ ２９ １３ ３４ ９４ １３ ２６４
１８０以上－１９０未満 ０ ０ ３ １３ ５３ １７ １１ ２９ ７８ １９ ２２３
１９０以上－２００未満 ０ ０ ０ ２ １０ ５ ４ ５ ３１ ６ ６３
２００以上－２１０未満 ０ ０ ７ ２４ １１５ ４１ １２ ５８ １９５ ３１ ４８３
２１０以上－２２０未満 １ ０ ２ ２ ３ ６ １ １１ １９ ６ ５１
２２０以上－２３０未満 ０ １ ０ ２ １５ ６ １ １０ ２５ ７ ６７
２３０以上－２４０未満 ０ ０ ０ １ ６ ５ １ ５ １２ １ ３１
２４０以上－２５０未満 ０ ０ １ ０ ４ ２ ２ ５ ８ ０ ２２
２５０以上－ ０ ６ １９ ３１ １４７ ４７ ３３ １２４ ４８４ ７２ ９６３

合 計 １，７２４ ４，６１２ １３，５１０ ８，８０９ １０，７６７ ５，８０７ １，５４５ ２，０２１ ４，０５５ ２６１ ５３，１１１

（資料）２００２年 SUSENAS個別結果表。

－１７０－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論



付表３ 賃金所得と教育水準との相関表（ジャワ島，２００４年）
（階級単位：万ルピア／人／月）

階 級

無教育

（１）

小学校
中 退

（２）

小学校
卒 業

（３）

中学校
卒 業

（４）

高等学校
卒 業

（５）

職業高等
学校卒業

（６）

ディプロマ
Ⅰ又はⅡ
修 了
（７）

ディプロマ
Ⅲ修了

（８）

ディプロマ
Ⅳ修了

（９）

修士又は
博士課程
修 了
（１０）

合 計

（１１）

－１０未満 １０４ １７５ ２８３ １１７ ８６ ２６ １３ ４ １３ ０ ８２１
１０以上－２０未満 ３１６ ６０３ １，１４８ ４１８ ２５８ １２０ ２９ １２ ５１ １ ２，９５６
２０以上－３０未満 ２７１ ６８４ １，８９７ ９２４ ４６７ ２６５ ２３ ２６ ６２ ２ ４，６２１
３０以上－４０未満 ２０１ ６９１ ２，０７５ １，２９２ ８２１ ４８６ ５３ ４３ ８１ １ ５，７４４
４０以上－５０未満 ９４ ４７８ １，９４３ １，３９６ １，１２７ ６８５ ７２ ６１ １３９ １ ５，９９６
５０以上－６０未満 ４６ ２７０ １，０４８ １，００１ ９９９ ５２７ ５４ ６９ １１２ ０ ４，１２６
６０以上－７０未満 ３８ ２８８ １，３７６ １，２５７ １，４６７ ６８１ ４１ ７６ １１１ ２ ５，３３７
７０以上－８０未満 １６ １６３ ８３９ ９０７ １，３８３ ６６２ ５９ ９１ １６１ １ ４，２８２
８０以上－９０未満 ６ ７７ ４３８ ５３５ １，１６３ ５１０ ７４ １２２ １９０ ２ ３，１１７
９０以上－１００未満 ４ ４７ ３１７ ３９７ ７８１ ４０５ ７２ １０１ １５１ ３ ２，２７８
１００以上－１１０未満 １ ３０ １３６ ２２０ ６６１ ２９５ ７７ １６３ ３２０ ６ １，９０９
１１０以上－１２０未満 ０ ４ ４８ ８７ ３０８ １４８ ６３ ５９ １１３ ３ ８３３
１２０以上－１３０未満 ０ ２１ １０６ １７９ ７２６ ３８６ １６１ １７９ ３５５ ７ ２，１２０
１３０以上－１４０未満 ３ １ ２２ ７３ ３０７ １８８ ９７ １１３ ２３１ ６ １，０４１
１４０以上－１５０未満 ０ １ ２４ ４５ １９５ １１４ ９９ ７８ ２２１ ９ ７８６
１５０以上－１６０未満 ２ ７ ５５ １２１ ５２６ ２７４ １３３ １９６ ４６６ ２２ １，８０２
１６０以上－１７０未満 ０ ２ １１ ２６ １５３ ８５ ５１ ５８ １７５ ９ ５７０
１７０以上－１８０未満 ０ １ ６ １７ １１１ ６８ ２８ ５６ １３９ １５ ４４１
１８０以上－１９０未満 ０ １ ６ ２６ １０４ ４８ ２８ ４８ １３３ ９ ４０３
１９０以上－２００未満 ０ ０ ３ ２ ２８ １４ １２ １４ ３９ ７ １１９
２００以上－２１０未満 １ ２ １２ ２４ １５２ ６８ １２ ８６ ２３８ ４０ ６３５
２１０以上－２２０未満 ０ １ ４ ３ ２５ １２ １ １１ ２０ ５ ８２
２２０以上－２３０未満 ０ １ ２ ３ １８ １１ ４ ７ ２６ ７ ７９
２３０以上－２４０未満 ０ ０ ２ ３ ５ ５ ０ ９ １８ ３ ４５
２４０以上－２５０未満 ０ ０ １ ４ ７ ３ １ ５ １３ ５ ３９
２５０以上－ １ １４ ５２ ５１ ２１９ ７９ ２７ １４２ ４８４ ８７ １，１５６

合 計 １，１０４ ３，５６２ １１，８５４ ９，１２８ １２，０９７ ６，１６５ １，２８４ １，８２９ ４，０６２ ２５３ ５１，３３８

（資料）２００４年 SUSENAS個別結果表。

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論 －１７１－



付表４ 教育水準における男女間および都市農村間における賃金所得平均値格差の検定（ジャワ島，２０００年）
（単位：１万ルピア／人／月）

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

無教育

男子 ２１．２０ １，４８９ ０．３２ ０．７５２３
女子 １９．９１ ２，３８７ （０．３９） ０．６９３７
合計 ２０．４１ ３，８７６

都市 ２１．８５ １，１０４ ０．４６ ０．６４７５
農村 １９．８３ ２，７７２ （０．５６） ０．５７７１
合計 ２０．４１ ３，８７６

小学校中退

男子 ２４．９５ ４，５８６ ８．６２ ０．０００１
女子 １５．２６ ２，８８７ （７．４７） ０．０００１
合計 ２１．２１ ７，４７３

都市 ２４．３７ ２，６９８ ４．３３ ０．０００１
農村 １９．４１ ４，７７５ （３．８０） ０．０００１
合計 ２１．２１ ７，４７３

小学校卒業

男子 ２９．２５ １１，２０５ １１．７２ ０．０００１
女子 １７．９０ ５，０２１ （１１．６２） ０．０００１
合計 ２５．７４ １６，２２６

都市 ２６．８６ ７，７０５ ２．３９ ０．０１７１
農村 ２４．７２ ８，５２１ （２．４５） ０．０１４４
合計 ２５．７４ １６，２２６

中学校卒業

男子 ３３．７０ ６，００８ ２．４１ ０．０１５７
女子 ２７．１９ ２，２４４ （１．５１） ０．１３０３
合計 ３１．９３ ８，２５２

都市 ３４．２５ ５，４８０ ２．７３ ０．００６４
農村 ２７．３４ ２，７７２ （３．７８） ０．０００２
合計 ３１．９３ ８，２５２

高等学校卒業

男子 ４８．０８ ６，９８８ ４．７９ ０．０００１
女子 ３９．８１ ２，８５３ （４．０１） ０．０００１
合計 ４５．６８ ９，８４１

都市 ４７．４９ ８，１６７ ５．０９ ０．０００１
農村 ３６．８６ １，６７４ ８．６５ ０．０００１
合計 ４５．６８ ９，８４１

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

職業
高等学校卒業

男子 ４４．２４ ３，９４６ ２．２９ ０．０２２０
女子 ３６．４８ １，８９８ （２．９３） ０．００３４
合計 ４６．６５ ５，８４４

都市 ４４．１１ ４，４３３ －２．３３ ０．０２６１
農村 ５４．６２ １，４１１ (－１．３３） ０．１８３５
合計 ４６．６５ ５，８４４

ディプロマⅠ
又はⅡ修了

男子 ６７．５５ ５７７ ３．２９ ０．００１０
女子 ５７．０３ ５９８ （３．２８） ０．００１１
合計 ６２．１９ １，１７５

都市 ６４．０９ ８２３ １．８１ ０．０７１１
農村 ５７．７６ ３５２ （２．５７） ０．０１０２
合計 ６２．１９ １，１７５

ディプロマⅢ
修了

男子 ８４．３０ ８９３ ３．５５ ０．０００４
女子 ６５．５５ ５７８ （３．６５） ０．０００３
合計 ７６．９４ １，４７１

都市 ８０．１２ １，２４８ ２．９１ ０．００３７
農村 ５９．１２ ２２３ （５．７１） ０．０００１
合計 ７６．９４ １，４７１

ディプロマⅣ
修了

男子 ９８．０７ １，９５０ ３．１１ ０．００１９
女子 ７４．２３ ９９９ （３．７２） ０．０００２
合計 ８９．９９ ２，９４９

都市 ９４．７４ ２，５６１ ３．３７ ０．０００８
農村 ５８．６６ ３８８ （７．０８） ０．０００１
合計 ８９．９９ ２，９４９

修士又は
博士課程修了

男子 １９３．９７ ７８ １．３２ ０．１８９３
女子 １３８．２９ ２６ （１．６９） ０．０９６１
合計 １８０．０５ １０４

都市 １８５．９０ ９８ １．３０ ０．１９６７
農村 ８４．２２ ６ （３．９２） ０．０００７
合計 １８０．０５ １０４

（資料）２０００年 SUSENAS個別結果表。
（注） 平均値の差の検定は男女間および都市農村間についておこなった。なお，t－値は，分散が

等しいと仮定した場合はそのまま表示し，分散が異なると仮定した場合については，カッコ
内に表示した。

－１７２－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論



付表５ 教育水準における男女間および都市農村間における賃金所得平均値格差の検定（ジャワ島，２００２年）
（単位：１万ルピア／人／月）

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

無教育

男子 ２９．５２ ５９１ １８．８２ ０．０００１
女子 １６．１５ １，１３３ （１６．４８） ０．０００１
合計 ２０．７３ １，７２４

都市 ２１．９４ ７７９ ２．９６ ０．００３１
農村 １９．７４ ９４５ （２．９０） ０．００３７
合計 ２０．７３ １，７２４

小学校中退

男子 ３９．３３ ２，７７２ ７．１７ ０．０００１
女子 １９．６８ １，８４０ （８．６８） ０．０００１
合計 ３１．４９ ４，６１２

都市 ３３．０４ ２，３８４ １．１９ ０．２３４７
農村 ２９．８３ ２，２２８ （１．１５） ０．２４９０
合計 ３１．４９ ４，６１２

小学校卒業

男子 ４３．１７ ８，８２３ ２６．３０ ０．０００１
女子 ２５．１７ ４，６８７ （２２．３７） ０．０００１
合計 ３６．９３ １３，５１０

都市 ３８．８１ ７，８７４ ６．６７ ０．０００１
農村 ３４．３０ ５，６３６ （６．４５） ０．０００１
合計 ３６．９３ １３，５１０

中学校卒業

男子 ５４．８５ ６，０３９ １９．２３ ０．０００１
女子 ３３．７１ ２，７７０ （２５．１７） ０．０００１
合計 ４８．２０ ８，８０９

都市 ５０．４７ ６，４０３ ７．１２ ０．０００１
農村 ４２．１７ ２，４０６ （７．３０） ０．０００１
合計 ４８．２０ ８，８０９

高等学校卒業

男子 ８１．４５ ７，６８８ ８．８２ ０．０００１
女子 ５８．７８ ３，０７９ （９．５５） ０．０００１
合計 ７４．９７ １０，７６７

都市 ７７．３６ ９，４２２ ５．４５ ０．０００１
農村 ５８．２０ １，３４５ （１１．０５） ０．０００１
合計 ７４．９７ １０，７６７

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

職業
高等学校卒業

男子 ７５．００ ４，１９２ ７．１２ ０．０００１
女子 ５９．２８ １，６１５ （６．２０） ０．０００１
合計 ７０．６３ ５，８０７

都市 ７１．９１ ４，８９４ ２．９９ ０．００２８
農村 ６３．７６ ９１３ （４．４４） ０．００１７
合計 ７０．６３ ５，８０７

ディプロマⅠ
又はⅡ修了

男子 １１６．６８ ７１３ ５．８１ ０．０００１
女子 ８９．７８ ８３２ （５．５５） ０．０００１
合計 １０２．２０ １，５４５

都市 １０２．６７ １，０９１ ０．３１ ０．７５３６
農村 １０１．０６ ４５４ （０．３２） ０．７４５８
合計 １０２．２０ １，５４５

ディプロマⅢ
修了

男子 １３４．０２ １，２０７ ７．１２ ０．０００１
女子 ９９．１２ ８１４ （７．５８） ０．０００１
合計 １１９．９７ ２，０２１

都市 １２２．０９ １，８３５ ２．７４ ０．００６２
農村 ９９．０５ １８６ （３．５６） ０．０００４
合計 １１９．９７ ２，０２１

ディプロマⅣ
修了

男子 １６７．１２ ２，６５０ ４．７７ ０．０００１
女子 １２６．５４ １，４０５ （４．３４） ０．０００１
合計 １５３．０６ ４，０５５

都市 １５９．８４ ３，６５５ ５．０７ ０．０００１
農村 ９１．０９ ４００ （１３．３５） ０．０００１
合計 １５３．０６ ４，０５５

修士又は
博士課程修了

男子 ３０５．４０ ２１０ １．４９ ０．１３７４
女子 １８５．１０ ５１ （２．８０） ０．００５６
合計 ２８１．８９ ２６１

都市 ２８５．３４ ２５５ ０．７０ ０．４８４１
農村 １３５．１７ ６ （３．３１） ０．００３３
合計 ２８１．８９ ２６１

（資料）２００２年 SUSENAS個別結果表。
（注） 平均値の差の検定は男女間および都市農村間についておこなった。なお，t－値は，分散が

等しいと仮定した場合はそのまま表示し，分散が異なると仮定した場合については，カッコ
内に表示した。

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論 －１７３－



付表６ 教育水準における男女間および都市農村間における賃金所得平均値格差の検定（ジャワ島，２００４年）
（単位：１万ルピア／人／月）

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

無教育

男子 ３７．５８ ４５１ １３．７３ ０．０００１
女子 ２０．５４ ６５３ （１２．０６） ０．０００１
合計 ２７．５０ １，１０４

都市 ３０．５２ ４９１ ４．１３ ０．０００１
農村 ２５．０８ ６１３ （４．１１） ０．０００１
合計 ２７．５０ １，１０４

小学校中退

男子 ４７．２８ ２，０６０ １５．９６ ０．０００１
女子 ２２．５６ １，５０２ （１５．９５） ０．０００１
合計 ３８．９６ ３，５６２

都市 ４２．６３ ２，０１４ ６．６７ ０．０００１
農村 ３４．１９ １，５４８ （７．０７） ０．０００１
合計 ３８．９６ ３，５６２

小学校卒業

男子 ５５．７７ ７，８６６ ２５．３０ ０．０００１
女子 ３２．１８ ３，９８８ （３０．０７） ０．０００１
合計 ４７．８３ １１，８５４

都市 ５１．３３ ６，９７４ ９．２９ ０．０００１
農村 ４２．８３ ４，８８０ （１０．００） ０．０００１
合計 ４７．８３ １１，８５４

中学校卒業

男子 ６６．４９ ６，３０２ １７．６４ ０．０００１
女子 ４４．３５ ２，８２６ （２０．６７） ０．０００１
合計 ５９．６４ ９，１２８

都市 ６２．１２ ６，６１８ ６．８５ ０．０００１
農村 ５３．０９ ２，５１０ （７．３１） ０．０００１
合計 ５９．６４ ９，１２８

高等学校卒業

男子 ９４．０６ ８，５４３ １５．２０ ０．０００１
女子 ６９．５４ ３，５５４ （１８．４８） ０．０００１
合計 ８６．８５ １２，０９７

都市 ８９．０２ １０，４８７ ７．４９ ０．０００１
農村 ７２．７２ １，６１０ （８．７９） ０．０００１
合計 ８６．８５ １２，０９７

平均値

（１）

サンプル数

（２）

平均値の差の検定

t－値
（３）

p－値
（４）

職業
高等学校卒業

男子 ８９．５３ ４，４９０ ７．９９ ０．０００１
女子 ７１．９３ １，６７５ （７．６５） ０．０００１
合計 ８４．７５ ６，１６５

都市 ８５．５７ ５，２３０ １．９８ ０．０４８２
農村 ８０．１５ ９３５ （１．７４） ０．０８１５
合計 ８４．７５ ６，１６５

ディプロマⅠ
又はⅡ修了

男子 １４０．４８ ６１５ ４．３８ ０．０００１
女子 １００．８５ ６６９ （４．２２） ０．０００１
合計 １１９．８３ １，２８４

都市 １１５．３３ ８９３ －１．５０ ０．１３４８
農村 １３０．１３ ３９１（－１．２１）０．２２６５
合計 １１９．８３ １，２８４

ディプロマⅢ
修了

男子 １５０．３１ １，０８９ ５．８８ ０．０００１
女子 １１７．９０ ７４０ （６．２６） ０．０００１
合計 １３７．２０ １，８２９

都市 １４１．０６ １，６３４ ４．１１ ０．０００１
農村 １０４．８４ １９５ （７．７９） ０．０００１
合計 １３７．２０ １，８２９

ディプロマⅣ
修了

男子 １７３．３８ ２，６２８ ５．９８ ０．０００１
女子 １３３．１９ １，４３４ （６．８２） ０．０００１
合計 １５９．１９ ４，０６２

都市 １６６．１１ ３，５７２ ５．８２ ０．０００１
農村 １０８．７２ ４９０ （１１．１８） ０．０００１
合計 １５９．１９ ４，０６２

修士又は
博士課程修了

男子 ３０７．８５ ２００ １．３７ ０．１７３３
女子 ２３７．３１ ５３ （１．５７） ０．１２０４
合計 ２９３．０７ ２５３

都市 ３００．６１ ２４０ １．５４ ０．１２３９
農村 １５３．７７ １３ （４．８８） ０．０００１
合計 ２９３．０７ ２５３

（資料）２００４年 SUSENAS個別結果表。
（注） 平均値の差の検定は男女間および都市農村間についておこなった。なお，t－値は，分散が

等しいと仮定した場合はそのまま表示し，分散が異なると仮定した場合については，カッコ
内に表示した。

－１７４－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論



付表７ 賃金所得関数の計測結果（ジャワ島，１９９８年，２０００年，２００２年，２００４年）（その２）

１９９８年 ２０００年 ２００２年 ２００４年

説明変数 （１） （２） （３） （４） （５） （６） （７） （８）

経験年数 EX ０．０３７ ０．０３７ ０．０３８ ０．０３８ ０．０４９ ０．０４８ ０．０４５ ０．０４５
（６２．１９） （１１５．６５） （６１．３２） （１１２．７８） （７４．５２） （１４１．２８） （７２．８０） （１３７．９７）

経験年数の二乗 EX＊＊2 －０．０００５２ －０．０００５１ －０．０００５１ －０．０００５０ －０．０００７０ －０．０００６８ －０．０００６４ －０．０００６４
(－４８．１２） (－８８．７５） (－４６．１５） (－８３．７４） (－５４．８１） (－１０２．９５） (－５１．８７） (－９７．７９）

都市男子教育年数の二乗 SYUM
＊＊2 ０．００４０５ ０．００４１３ ０．００４４２ ０．００４５５ ０．００４９７ ０．００５００ ０．００４７５ ０．００４７５

（６７．５４） （１２９．１８） （７５．６６） （１４４．２２） （７５．２９） （１４５．８１） （７２．２８） （１３７．４８）
都市女子教育年数の二乗 SYUF

＊＊2 ０．００６３１ ０．００６３８ ０．００６３９ ０．００６４０ ０．００５９９ ０．００５９２ ０．００５５９ ０．００５５７
（１１０．２４） （２０８．７３） （１００．０７） （２０２．５４） （１１４．０２） （２１６．８６） （１１４．９８） （２１７．７６）

農村男子教育年数の二乗 SYRM
＊＊2 ０．００３５７ ０．００３５６ ０．００３９７ ０．００３９６ ０．００４２５ ０．００４０９ ０．００４１７ ０．００４１０

（４３．７４） （８１．７０） （４７．２９） （８７．３２） （４４．０３） （８２．６９） （４７．０６） （８８．１０）
農村女子教育年数の二乗 SYRF

＊＊2 ０．００４９５ ０．００５４９ ０．００５６６ ０．００５３４ ０．００４８４ ０．００４４６ ０．００４２１ ０．００３９６
（４８．２３） （８３．７２） （５２．１３） （９１．１７） （４１．９６） （７４．３４） （４２．１７） （７５．３０）

ジャカルタ特別州ダミー DR1 ０．３００ ０．３１２ ０．１８５ ０．１９６ ０．３９１ ０．４０５ ０．４３９ ０．４６２
（１８．７７） （３６．５７） （１１．５３） （２２．６２） （２４．０１） （４７．９６） （２８．０３） （５６．０７）

西ジャワ州ダミー DR2 ０．０７１ ０．０６０ ０．０１７ ０．０００７２ ０．２３６ ０．２３８ ０．２４８ ０．２６７
（４．８４） （７．６４） （１．１７） （０．０９） （１５．５３） （３０．２５） （１６．７４） （３４．３３）

中部ジャワ州ダミー DR3 －０．１２４ －０．１２３ －０．１３４ －０．１４９ ０．０３９ ０．０３８ ０．０４０ ０．０５４
(－８．６０） (－１６．００） (－９．３２） (－１９．２５） （２．６８） （５．０３） （２．７４） （７．１２）

東ジャワ州ダミー DR5 －０．１６０ －０．１６ －０．１２０ －０．１４０ ０．０５３ ０．０４６ ０．１０６ ０．１１５
(－１１．２３） (－２１．０４） (－８．４７） (－１８．２９） （３．６２） （６．０７） （７．４７） （１５．４６）

バンテン州ダミー DR6 ０．５０１ ０．５０３ ０．３８７ ０．４０１
（２７．９８） （５４．０６） （２７．７０） （４４．７８）

残差ダミーⅠ DZ1 ０．６９１ ０．７００ ０．６８３ ０．６７３
（２０３．９５） （１９９．３４） （１９６．０４） （１９９．４６）

残差ダミーⅡ DZ2 －０．８９３ －０．８９４ －０．９１１ －０．８３７
(－２５３．０３） (－２４４．０７） (－２４８．８５） (－２４１．４６）

ハザード比率 RATIO ０．６３８ ０．６４５ ０．５４７ ０．５４５ ０．４０５ ０．４１ ０．３１９ ０．３２４
（６７．６５） （１２８．１２） （５７．２１） （１０５．７２） （３８．０５） （７４．２８） （３１．０１） （５９．９４）

定数項 A １．３９３ １．４０９ １．８２２ １．８５６ ２．０９１ ２．１１９ ２．４６４ ２．４６８
（８３．９１） （１５７．８１） （１０７．９６） （２０１．６８） （１２０．７２） （２３３．０８） （１５０．００） （２８２．３２）

自由度調整済み決定係数 ０．４６４ ０．８４８ ０．４０８ ０．８２８ ０．４５９ ０．８５４ ０．４４９ ０．８４８
F－値 ４，６６１ ２５，２９３ ３，５７８ ２１，１６１ ３，７５９ ２２，２２４ ３，４８６ ２０，３９８
サンプル数 ５９，１４９ ５９，４１９ ５７，２１１ ５７，２１１ ５３，１１１ ５３，１１１ ５１，３３８ ５１，３３８

（注）教育年数に生の数値を用いた計測結果である。カッコ内は t値である。

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論 －１７５－



付表８ 賃金所得関数（その２）の計測結果（ジャワ島，２０００年）

ケース（Ⅰ） ケース（Ⅱ）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（１）

都市女子
ダミー変数

（２）

農村男子
ダミー変数

（３）

農村女子
ダミー変数

（４）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（５）

都市女子
ダミー変数

（６）

農村男子
ダミー変数

（７）

農村女子
ダミー変数

（８）

経験年数 EX ０．０３７ ０．０３７
（５９．２３） （１０８．７０）

経験年数の二乗 EX＊＊2 －０．０００５１ －０．０００５１
(－４４．１９） (－８０．４９）

小学校中退 DE1j ０．４５７ ０．０５０ ０．２５１ －０．２２２ ０．４２４ ０．０５６ ０．２２９ －０．２４９
（２１．８７） （２．２５） （１４．０４） (－１１．５８） （３７．４１） （４．６４） （２３．７２） (－２４．０２）

小学校卒業 DE2j ０．５８５ ０．３６２ ０．４２３ ０．１２３ ０．５７１ ０．３５７ ０．３８９ ０．１００
（３２．１１） （２０．６７） （２３．９２） （６．６１） （５７．８０） （３７．６５） （４０．６６） （９．８９）

中学校卒業 DE3j ０．７３６ ０．７３７ ０．６０６ ０．５７９ ０．７２１ ０．７２９ ０．５６６ ０．５５９
（３６．５１） （３５．７７） （２７．５９） （２０．５９） （６５．９８） （６５．３１） （４７．５６） （３６．６６）

高等学校卒業 DE4j １．０３４ １．１３８ ０．８３５ ０．８９９ １．０２０ １．１３４ ０．８０１ ０．８５１
（４９．６７） （６２．２９） （３２．９４） （２５．５３） （９０．４３） （１１４．５８） （５８．３４） （４４．６５）

職業高等学校卒業 DE5j １．００２ １．１４２ ０．９８０ １．１３１ ０．９９１ １．１２２ ０．９５３ １．０４７
（４４．６６） （５４．７４） （３６．０７） （３３．２３） （８１．４６） （９９．３２） （６４．７６） （５６．７７）

ディプロマⅠ又はⅡ修了 DE6j １．３３５ １．５０７ １．３０７ １．４１９ １．３３５ １．５００ １．３３１ １．４０８
（３５．５９） （４５．８０） （２６．１８） （２８．０４） （６５．６５） （８４．１５） （４９．１４） （５１．３４）

ディプロマⅢ修了 DE7j １．５０４ １．６６８ １．２９９ １．３３７ １．５１１ １．６７０ １．３１３ １．３４０
（４８．７３） （５３．９９） （２３．６１） （１７．７１） （９０．２８） （９９．７９） （４４．０５） （３２．７７）

ディプロマⅣ修了 DE8j １．６０３ １．６７６ １．２７２ １．２８８ １．６０３ １．６６９ １．２７７ １．１９９
（６２．２８） （６７．２０） （２９．４３） （２１．６１） （１１４．９２） （１２３．５５） （５４．５２） （３７．１４）

修士又は博士課程修了 DE9j ２．１５３ ２．１９９ １．６９１ １．９２２ ２．２００ ２．１４０ １．５０８ １．８９１
（２７．９５） （２７．３３） （５．９８） （３．０４） （５２．７３） （３１．１３） （９．８４） （５．５３）

残差ダミーⅠ DZ1 ０．７１０
（２００．０９）

残差ダミーⅡ DZ2 －０．８９５
(－２４２．２４）

ハザード比率 RATIO ０．３００ ０．３１０
（１９．３２） （３６．８８）

定数項 A １．７９０ １．８１６
（１０３．１７） （１９１．４１）

自由度調整済み決定係数 ０．４１１ ０．８２７
F－値 １，０２５．８３ ６，６８３．９７
サンプル数 ５７，２１１ ５７，２１１

（注）カッコ内は t－値である。

－１７６－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論



付表９ 賃金所得関数（その２）の計測結果（ジャワ島，２００２年）

ケース（Ⅰ） ケース（Ⅱ）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（１）

都市女子
ダミー変数

（２）

農村男子
ダミー変数

（３）

農村女子
ダミー変数

（４）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（５）

都市女子
ダミー変数

（６）

農村男子
ダミー変数

（７）

農村女子
ダミー変数

（８）

経験年数 EX ０．０４５ ０．０４５
（６５．９２） （１２４．５０）

経験年数の二乗 EX＊＊2 －０．０００６６ －０．０００６５
(－４８．８３） (－９１．５６）

小学校中退 DE1j ０．６１２ －０．０１２ ０．３７４ －０．２２７ ０．５８４ －０．００４ ０．３６１ －０．２０８
（２４．５８） (－０．４６） （１５．１４） (－８．１５） （４４．７２） (－０．２９） （２７．８６） (－１４．２６）

小学校卒業 DE2j ０．７５９ ０．３２３ ０．５８６ ０．０９３ ０．７４５ ０．３３０ ０．５６１ ０．０９７
（３４．０９） （１５．１７） （２６．０３） （３．８８） （６３．８０） （２９．５８） （４７．５０） （７．７１）

中学校卒業 DE3j ０．９６３ ０．７５５ ０．８０６ ０．５９９ ０．９３９ ０．７４８ ０．７６７ ０．５７５
（３９．６７） （３２．９９） （３０．２９） （１９．０８） （７３．７４） （６２．３４） （５４．９２） （３４．９０）

高等学校卒業 DE4j １．３１１ １．２２３ １．０７３ ０．７７７ １．２９６ １．２０１ １．０１１ ０．７３８
（５１．６２） （５５．６５） （３５．１３） （１８．５７） （９７．２９） （１０４．２１） （６３．１０） （３３．６３）

職業高等学校卒業 DE5j １．２９０ １．２３６ １．０８５ １．０６５ １．２６９ １．２１５ １．０２１ ０．９８４
（４７．９６） （４９．２２） （３１．７２） （２３．３８） （８９．９６） （９２．３３） （５６．９１） （４１．１６）

ディプロマⅠ又はⅡ修了 DE6j １．５９６ １．５１６ １．３９０ １．４４１ １．５７５ １．５３０ １．３２０ １．３８３
（４１．２３） （４８．４１） （２９．３０） （３０．１３） （７７．５９） （９３．１３） （５３．０４） （５５．１５）

ディプロマⅢ修了 DE7j １．７７２ １．７１１ １．４７９ １．５０３ １．７２３ １．７００ １．４７６ １．５３０
（５３．９５） （５７．５９） （２４．０６） （１７．２２） （１００．００） （１０９．１２） （４５．７７） （３３．４４）

ディプロマⅣ修了 DE8j １．９３２ １．７９２ １．４６３ １．２８１ １．８９４ １．７７７ １．４４０ １．１４６
（６４．４１） （６９．４２） （３１．８８） （２０．５４） （１２０．３６） （１３１．２２） （５９．８２） （３５．０４）

修士又は博士課程修了 DE9j ２．２４１ ２．２５５ １．８９４ １．９６１ ２．２８８ ２．２４２ ２．０１２ １．９２７
（４３．１３） （２４．４３） （６．４５） （３．０７） （８２．５０） （４６．３０） （１３．３７） （５．７５）

残差ダミーⅠ DZ1 ０．６９２
（１９４．４９）

残差ダミーⅡ DZ2 －０．９１５
(－２４５．７８）

ハザード比率 RATIO ０．１２９ ０．１５６
（８．６６） （１９．８９）

定数項 A ２．１８６ ２．２０５
（１０５．２３） （２００．９４）

自由度調整済み決定係数 ０．４５０ ０．８４９
F－値 １，１１３．７１ ７，２６５．３５
サンプル数 ５３，１１１ ５３，１１１

（注）カッコ内は t－値である。

インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論 －１７７－



付表１０ 賃金所得関数（その２）の計測結果（ジャワ島，２００４年）

ケース（Ⅰ） ケース（Ⅱ）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（１）

都市女子
ダミー変数

（２）

農村男子
ダミー変数

（３）

農村女子
ダミー変数

（４）

共通変数と
都市男子
ダミー変数
（５）

都市女子
ダミー変数

（６）

農村男子
ダミー変数

（７）

農村女子
ダミー変数

（８）

経験年数 EX ０．０４２ ０．０４１
（６４．３７） （１２０．５２）

経験年数の二乗 EX＊＊2 －０．０００５９ －０．０００５８
(－４４．５９） (－８３．１７）

小学校中退 DE1j ０．５７５ ０．０６３ ０．３３０ －０．２３２ ０．５７０ ０．０７２ ０．３１３ －０．２５８
（２２．１５） （２．３８） （１２．３５） (－７．６８） （４１．６８） （５．１５） （２２．２０） (－１６．１６）

小学校卒業 DE2j ０．７１１ ０．３４４ ０．５２６ ０．０９１ ０．７０４ ０．３５６ ０．５１６ ０．０９５
（３１．０３） （１５．２０） （２２．４２） （３．６３） （５８．１７） （２９．７７） （４１．６９） （７．１５）

中学校卒業 DE3j ０．８８９ ０．７５１ ０．７５９ ０．５８１ ０．８８３ ０．７４０ ０．７３４ ０．５６０
（３６．２０） （３１．９５） （２８．６１） （１９．３０） （６８．１６） （５９．７０） （５２．４８） （３５．２７）

高等学校卒業 DE4j １．１９６ １．１８３ ０．９８４ ０．８０８ １．１９１ １．１７４ ０．９４９ ０．７６２
（４６．３６） （５２．５９） （３３．４０） （２２．６５） （８７．４９） （９８．９７） （６１．１０） （４０．４９）

職業高等学校卒業 DE5j １．１９８ １．１７４ １．０５１ ０．９６６ １．１９１ １．１５７ １．０３６ ０．８８５
（４４．１７） （４６．７２） （３１．８７） （２２．４７） （８３．２３） （８７．２９） （５９．５５） （３９．０４）

ディプロマⅠ又はⅡ修了 DE6j １．４０３ １．４１１ １．３９６ １．３５３ １．４１７ １．４２９ １．４４２ １．３５６
（３６．３１） （４３．０４１） （２９．７０） （２８．４５） （６９．５３） （８２．６５） （５８．１５） （５４．０５）

ディプロマⅢ修了 DE7j １．６１６ １．６４７ １．３２１ １．２９１ １．５９７ １．６３０ １．３４９ １．２３４
（４９．０９） （５４．８２） （２２．９６） （１７．５８） （９１．９８） （１０２．８０） （４４．４３） （３１．８７）

ディプロマⅣ修了 DE8j １．７２４ １．７０４ １．３５２ １．２１８ １．７０９ １．６９１ １．３３７ １．１９９
（５７．４４） （６５．６６） （３２．６６） （２３．９９） （１０７．９６） （１２３．５６） （６１．２０） （４４．７７）

修士又は博士課程修了 DE9j ２．１４５ ２．１３３ １．５５２ ３．００９ ２．１６０ ２．１４９ １．５９５ ２．９７６
（４１．９６） （２５．７７） （９．１６） （５．２０） （８０．１１） （４９．２２） （１７．８６） （９．７５）

残差ダミーⅠ DZ1 ０．６８１
（１９９．３１）

残差ダミーⅡ DZ2 －０．８４２
(－２４０．９２）

ハザード比率 RATIO ０．１５８ ０．１６９
（１１．４２） （２３．１５）

定数項 A ２．４７３ １．３１９
（１１４．３７） （１４８．０４）

自由度調整済み決定係数 ０．４４１ ０．８４５
F－値 １，３０３．５８ ７，９１０．９４
サンプル数 ５９，１４９ ５９，１４９

（注）カッコ内は t－値である。

－１７８－ インドネシアにおける所得格差要因としての教育効果の分析：再論




